
2021年６月24日（木曜日）午前10時（受付開始 午前9時）
日  時

2021年６月23日（水曜日）午後５時30分まで
［郵送またはインターネットによる議決権行使期限］

大阪市浪速区桜川四丁目４番26号
当社  本社11階会議室

場  所

新型コロナウイルスに関するお知らせ
◆新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、株主総会へのご出席
に際しましては、株主総会開催日時点での流行状況やご自身の体調
をご確認の上、感染防止にご配慮賜りますようお願い申しあげます。
◆株主総会会場において、検温やマスク着用等、株主様の安全に配
慮した感染防止の措置を講じさせていただく場合がありますの
で、ご協力賜りますようお願い申しあげます。

◆書面またはインターネットにより議決権を行使することができます
ので、積極的にご活用くださいますようお願い申しあげます。

定時株主総会招集ご通知第92期

株主総会にご出席の株主様へのお礼の品（お土産）の配布はござい
ません。また、株主総会後の株主懇談会を取り止めとさせていただ
きます。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件

定款一部変更の件
取締役9名選任の件
監査役1名選任の件
補欠監査役１名選任の件
当社株式の大規模買付行為への対応策

（買収防衛策）継続についての承認の件

第2号議案
第3号議案
第4号議案
第5号議案
第6号議案

証券コード    5186
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　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り厚く
お礼申しあげます。
　ここに第92期定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。
　新型コロナウイルス感染症が世界的に流行し、日本でも感染収束
が見通せない状況にあります。罹患された方とそのご家族の皆様に
は心よりお見舞いを申しあげますとともに、一日も早いご回復を
お祈り申しあげます。
　新型コロナウイルスの感染拡大は、人々の生活や企業活動に大き
な影響と変化をもたらしました。この事業環境の大きな変化を受け、
当社が中長期経営計画「V2020」において最終年度の目標とした主
要経営指標は、残念ながら未達に終わりました。
　 こうした 中 で 当 社 は、2 0 2 1年 度 から 新 中 長 期 経 営 計 画

「SHIFT2030」をスタートさせました。外部環境の激しい変化に対応
し、自ら変化しながら活動領域を広げ、革新に挑戦し続ける集団を目
指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよ
うお願い申しあげます。

2021年6月
代表取締役社長　石切山 靖順

株主の皆様へ
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売 上 高 786億円 前年度比  6.2%減
営 業 利 益 28億円 前年度比  18.9%減
経 常 利 益 59億円 前年度比 21.6%減
親会社株主に帰属する当期純利益 47億円 前年度比 23.2%減
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(※)92期配当金は記念配当5円を含みます。

(※)93期より「収益認識に関する会計基準」等を適用します。
     この会計基準を92期に適用したと仮定した場合
     734億円となります。
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親会社株主に帰属する当期純利益／
1株当たり当期純利益
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● 連結決算ハイライト

本資料に記載されている内容は、将来に関する前提、見通し、計画に基づく予想が含まれており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありませ
ん。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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株　主　各　位

第92期定時株主総会招集ご通知

日　　　時 2021年６月24日（木曜日）午前10時
場 　 　 所 大阪市浪速区桜川四丁目４番26号

当社　本社11階会議室
（末尾の｢株主総会会場ご案内略図」 をご参照ください｡）

目 的 事 項 報告事項 1. 第92期 （2020年４月１日から2021年３月31日まで）
　 事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び

監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第92期 （2020年４月１日から2021年３月31日まで）
　 計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役9名選任の件
第4号議案 監査役１名選任の件
第5号議案 補欠監査役１名選任の件
第6号議案 当社株式の大規模買付行為への対応策
　　　　　　(買収防衛策）継続についての承認の件

記
1

2

3

［ 証券コード 5186 ］
2021年6月7日

大阪市浪速区桜川四丁目４番26号

代表取締役社長　石切山 靖順

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　このたび新型コロナウイルス感染症に罹患された方々には謹んでお見舞い申しあげますとともに、一日
も早いご回復を心よりお祈り申しあげます。
　さて、当社第９2期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネット等により議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、2021年６月23日（水曜日）午後５時30分までに議
決権を行使くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具

以上
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その他本招集ご通知に関する事項
①事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」及び「会社の体制及び方針」のうち「株式会社の支配に関する基本

方針」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」及び
「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第１４条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.nitta.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には、記載しておりません。

②監査役、会計監査人が監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知の添付書類に記載の各書類
のほか、上記ウェブサイトに掲載の事項となります。

※ 書面とインターネット等により二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、イン
ターネット等によって複数回数またはパソコンとスマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
扱いいたします。

議決権行使についてのご案内

　本株主総会にご出席の際は、お手
数ながら、同封の議決権行使書用紙
を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
　株主様でない代理人及び同伴の方
など、株主以外の方は株主総会にご
出席いただけませんので、ご注意くだ
さいますようお願いいたします。

当日ご出席の場合 当日ご出席されない場合

5頁の【インターネット等による議決権
行使のご案内】をご高覧の上、2021年
６月23日（水曜日）午後５時30分までに
行使していただきますようお願い申し
あげます。スマートフォンでの議決権行
使は「スマート行使」をご利用ください。

　同封の議決権行使書用紙に賛否
をご表示いただき、2021年６月23日

（水曜日）午後５時30分までに到着す
るようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

インターネット等による
議決権行使の場合

書面による
議決権行使の場合

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正すべき事情が
生じた場合には、書面による郵送またはインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.nitta.co.jp/）において掲
載することにより、お知らせいたします。

ご案内
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インターネット等による議決権行使のご案内
　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認の上、行使していただきま
すようお願い申しあげます。

機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

行使期限 2021年6月23日（水曜日）
午後5時30分まで

議決権行使ウェブサイトアドレス

https://www.web54.net

アクセス手順について

　同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用
議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み取ってい
ただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が
入力不要でアクセスできます。

　議決権行使ウェブサイトへアクセスし、
同封の議決権行使書用紙に記載された「議
決権行使コード」をご入力いただき、「ログ
イン」をクリックし、以降は画面の案内に
従って議案の賛否をご入力ください。

議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇〇 御中
〇年〇月〇日

議決権の数
〇〇〇〇個

株主番号
〇〇〇〇〇

1.
2.

3.

見本

※議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金(接
続料金等)は、株主様のご負担となります。

「スマート行使」による議決権行使は１回限りです。
再度行使される場合には、議決権行使コード・パスワードの入力が必要です。

インターネットによる議決権行使に関して、ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ

株主名簿管理人 三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート

0120-652-031 ［受付時間（午前９時～午後９時）］

「スマート行使」による方法 議決権行使コード・パスワードを
入力する方法
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剰余金の処分の件第１号議案

金銭

2021年６月25日

配当財産の種類

剰余金の配当が効力を生ずる日

1

2

3

当社普通株式 　 1株につき金40円（うち、普通配当35円、記念配当5円）

配当総額　　  1,161,648,120円

株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

（注） 中間配当を含めた当事業年度の年間配当金は、普通株式１株につき金70円
となります。

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置づけ、企業体質の強化・充実を図りつつ、業績に
応じた適正な利益配分を行うことを基本方針としております。　　
　また、この基本方針のもと、中長期経営計画「V2020」のフェーズ３の期間においては、連結配当性向20～30％を目安
に、安定的かつ着実な配当を継続的に実施することで株主の皆様のご期待にお応えすることとしてまいりました。
　第92期期末配当につきましては、この配当方針及び業績の状況等を踏まえつつ、当期が「V2020」終了の年という節
目であることを勘案し、「V2020」期間中の株主の皆様のご理解・ご支援に対する感謝の意を表するため、1株につき普通
配当35円に５円の記念配当を加えて、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

株主総会参考書類
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定款一部変更の件第2号議案

　取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するため、取締役の任期を２年から
１年に短縮することとし、現行定款第20条（任期）につき所要の変更を行うものであります。

　変更の内容は次のとおりであります。なお、本議案における定款変更については、本定時株主総会終結の時をもって効力
が発生するものといたします。

現行定款 変　更　案

第4章　取締役および取締役会

（任期）
第20条　取締役の任期は、選任後2年以内に終了する
事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の
終結の時までとする。

２．  増員または補欠として選任された取締役の任期は、
在任取締役の任期の満了する時までとする。

第4章　取締役および取締役会

（任期）
第20条　取締役の任期は、選任後1年以内に終了する
事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の
終結の時までとする。

（削　　除）

2  変更の内容

1  提案の理由

（下線部は変更部分を示します。）
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新　　任

取締役9名選任の件第3号議案
　取締役9名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役9名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　また、本議案に関しましては、指名・報酬委員会の助言を得ております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　　　名 当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

1 石
い し

切
き り

山
や ま

　  靖
や す

　 順
の り 代表取締役社長兼社長執行役員

指名・報酬委員会委員

2 小
こ

　 林
ば や し

 　 武
た け

　 史
し 代表取締役兼専務執行役員

コーポレートセンター管掌
指名・報酬委員会委員

3 島
し ま

　 田
だ

 　 晴
は る

　 示
き 取締役兼常務執行役員

ニッタ・ムアー事業部兼テクニカルセンター管掌

4 吉
よ し

　 田
だ

 　 隆
た か

　 彦
ひ こ 取締役兼執行役員

テクニカルセンター長

5 萩
は ぎ

　 原
わ ら

 　 豊
と よ

　 浩
ひ ろ 取締役兼執行役員

関連会社担当

6 北
き た

　 村
む ら

　  精
せ い

　 一
い ち 執行役員

工業資材事業部長

7 中
な か

　 尾
お

 　 正
ま さ

　 孝
た か

取締役
指名・報酬委員会委員
公認会計士中尾正孝事務所　所長
オカダアイヨン㈱社外監査役

8 豊
と よ

　 島
し ま

 　 ひ ろ 江
え

取締役
指名・報酬委員会委員
中本総合法律事務所　弁護士
日東富士製粉㈱社外取締役(監査等委員）

9 池
い け

　 田
だ

　  剛
た け

　 久
ひ さ 三井住友ファイナンス＆リース株式会社

代表取締役専務執行役員独立役員

社　　外

独立役員

社　　外

独立役員

社　　外

　新任取締役候補者 　　　　　 再任取締役候補者 　　　　　 社外取締役候補者 　　　　　 東京証券取引所届出独立役員候補者独立役員社　　外再　　任新　　任

再　　任

再　　任

新　　任

再　　任

再　　任

再　　任

再　　任

再　　任
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当社取締役候補者及び執行役員の専門性と経験 (スキルマトリックス)

候 補 者
番 　 号 氏 　 　 　 　 名

専　門　性　と　経　験
企業経営
組織運営 国際性 営業販売

マーケティング
製造技術
研究開発

人事・法務・
リスク管理

経営戦略
財務会計

1 石 切 山    靖 　 順 ⃝ ⃝ ⃝

2 小 林  武 史 ⃝ ⃝ ⃝

3 島 田  晴 示 ⃝ ⃝ ⃝

4 吉 田  隆 彦 ⃝ ⃝

5 萩 原  豊 浩 ⃝ ⃝ ⃝

6 北 村  精 一 ⃝ ⃝ ⃝ ⃝

7 中 尾  正 孝 ⃝ ⃝ ⃝

8 豊   島    ひろ江 ⃝ ⃝ ⃝

9 池 田  剛 久 ⃝ ⃝ ⃝

役        位 氏        名 専　門　性　と　経　験

常務執行役員 篠 田 重 喜 ⃝ ⃝ ⃝

執 行 役 員 鈴 木 弘 樹 ⃝ ⃝ ⃝

執 行 役 員 木 下 一 成 ⃝ ⃝ ⃝

執 行 役 員 濵 田 雄 二 ⃝ ⃝ ⃝

執 行 役 員 石 塚 隆 文 ⃝ ⃝ ⃝

執 行 役 員 泉　　　敦 ⃝ ⃝ ⃝

執 行 役 員 磯 田 修 一 ⃝ ⃝ ⃝ ⃝

技 監 奥 西 功 憲 ⃝

・取締役候補者の専門性と経験は、次のとおりであります。

・当社は、執行役員制度を導入しております。本定時株主総会終結後に開催される取締役会において選任予定である取締役を兼務しない
　常務執行役員、執行役員及び技監の専門性と経験は、次のとおりであります。

（ご参考）
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石
い し

切
き り

山
や ま

 靖
や す

順
の り

 （1956年６月８日生）

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1981年４月 当社入社 
2013年４月 当社工業資材事業部副事業部長
2015年６月 当社取締役兼執行役員工業資材事業部長
2018年６月 当社取締役兼常務執行役員工業資材事業部長
2019年12月 当社代表取締役社長兼社長執行役員（現任）

候補者番号

1

(注) 石切山靖順氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　石切山靖順氏は、ベルト・ゴム製品部門において「モノづくり」の核である製品開発及び品質管理業務に長年携わり、海外子会社での
勤務経験も有しています。2019年12月より代表取締役社長に就任し、高い見識と豊富な経験を生かし、新中長期経営計画

「SHIFT2030」の策定をリードしました。取締役会は、同氏の見識や経験を取締役会における経営上の重要事項の審議や執行の監督等
に活かすことにより、当社グループの企業価値の向上に寄与できると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由

所有する当社の株式の数
99百株

再　　任

小
こ

林
ば や し

 武
た け

史
し

 （1954年12月30日生）

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1978年３月 当社入社 
2017年 6 月 当社取締役兼執行役員総務CSR、経営管理、人事担当
2018年 6 月 当社取締役兼常務執行役員総務CSR、経営管理、人事担当
2019年12月 当社取締役兼専務執行役員総務CSR・経営管理管掌、人事担当
2020年３月 当社代表取締役兼専務執行役員総務CSR・経営管理管掌、人事担当
2021年 4 月 当社代表取締役兼専務執行役員コーポレートセンター管掌（現任）

候補者番号

2

(注) 小林武史氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　小林武史氏は、長年に亘り当社管理部門において企画・会計・人事業務に従事し、企業経営及び会計に関する高次の知見を有してい
ます。2020年3月より代表取締役に就任し、豊富な経験と専門的知見を生かし、取締役会において経営上の重要事項について提言を
行うとともに執行の監督を行っています。取締役会は同氏の経験や知見を取締役会における経営上の重要事項の審議や執行の監督
等に活かすことにより、当社グループの企業価値の向上に寄与できる判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由

所有する当社の株式の数
107百株

再　　任
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島
し ま

田
だ

 晴
は る

示
き

 （1956年5月17日生）

候補者番号

3
　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1977年４月 当社入社
2013年４月 当社ニッタ・ムアーカンパニー副事業部長
2015年６月 当社執行役員ニッタ・ムアー事業部副事業部長兼名張工場長
2019年６月 当社取締役兼執行役員ニッタ・ムアー事業部長兼名張工場長
2020年６月 当社取締役兼常務執行役員ニッタ・ムアー事業部長
2021年４月 当社取締役兼常務執行役員ニッタ・ムアー事業部兼テクニカルセンター管掌（現任）

（注） 島田晴示氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　島田晴示氏は、ホース・チューブ製品部門の製品開発及び生産管理に長年携わり、同部門製品に関する高度な知見と豊富な経験を
有しています。2019年6月には取締役兼同部門の事業部長に就任、また、海外子会社の取締役を務める等、同部門の事業拡大と生産
性向上をリードしてきました。取締役会は同氏の知見と経験を、当社グループ経営上の重要事項の提言や執行の監督等に活かすこと
により、当社グループの企業価値の向上に寄与できると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由

所有する当社の株式の数
68百株

再　　任

候補者番号

4 吉
よ し

田
だ

 隆
た か

彦
ひ こ

 （1962年２月20日生）

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1986年４月 当社入社 
2017年４月 当社テクニカルセンター副センター長
2017年６月 当社執行役員テクニカルセンター副センター長
2018年６月 当社取締役兼執行役員テクニカルセンター長（現任）

（注） 吉田隆彦氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　吉田隆彦氏は、長年に亘りテクニカルセンターにおいて製品・技術開発に従事し、知識・ノウハウ・経験を蓄積してきました。2018年6
月には取締役兼テクニカルセンター長に就任し、当社における製品・技術開発と技術情報の蓄積をリードしてきました。取締役会は、同
氏がこれまで蓄積してきた知見と経験を、当社グループの経営上の重要事項についての提言や執行の監督等に活かすことにより、企
業価値の向上に寄与できると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由

所有する当社の株式の数
120百株

再　　任

11



（注） 萩原豊浩氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。     

　萩原豊浩氏は、国内外での顧客開拓やドイツに駐在し海外子会社の経営に従事するなど、当社グループのグローバル展開に寄与
し、国際的なビジネスの知見と経験を積み重ねてきました。2020年6月からは取締役兼ベルト・ゴム製品部門の事業部長として、同部
門の事業拡大と生産性向上をリードしてきました。取締役会は同氏の知見と経験を、当社グループ経営上の重要事項についての提言
や執行の監督等に活かすことにより、企業価値の向上に寄与できると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由

候補者番号

5 萩
は ぎ わ ら

原 豊
と よ ひ ろ

浩  （1961年1月16日生）

所有する当社の株式の数
39百株

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1983年４月 当社入社
2014年７月 当社工業資材事業部グローバルマーケティング部長
2018年６月 当社執行役員工業資材事業部副事業部長
2019年12月 当社執行役員工業資材事業部長
2020年６月 当社取締役兼執行役員工業資材事業部長
2021年４月 当社取締役兼執行役員関連会社担当（現任）

再　　任

（注） 北村精一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。     

　北村精一氏は、ベルト・ゴム製品部門の製品開発及び生産管理業務に従事し、これらの製品について高度な知見を有しています。ま
た、米国に駐在し海外子会社の経営に従事、更には営業に従事した経験も有しています。2019年12月からは当社執行役員を務め本年
4月に同部門の事業部長に就任いたしました。取締役会は同氏の知見と経験を、当社グループの経営上の重要事項についての提言や
執行の監督等に活かすことにより、企業価値の向上に寄与できると判断したため、この度、取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由

候補者番号

6 北
き た

村
む ら

 精
せ い

一
い ち

 （1962年1月11日生）

所有する当社の株式の数
29百株

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1984年４月 当社入社
2012年４月 当社営業本部開発営業グループ部長
2014年７月 当社工業資材事業部ベルト事業グループ技術部長
2019年４月 当社工業資材事業部ベルト事業グループ技術部上席部長
2019年12月 当社執行役員工業資材事業部副事業部長
2021年４月 当社執行役員工業資材事業部長（現任）

新　　任
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中
な か

尾
お

 正
ま さ

孝
た か

 （1952年８月15日生）

1976年４月 監査法人朝日会計社（現 有限責任 あずさ監査法人）入社
1979年８月 公認会計士登録
2001年６月 朝日監査法人（現 有限責任 あずさ監査法人）　

大阪事務所監査第１事業部第２部長
2001年６月 同監査法人　パートナー就任
2015年７月 公認会計士中尾正孝事務所長（現任）
2016年６月 当社取締役（現任）
2017年６月 オカダアイヨン株式会社社外監査役（現任）

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

(注) 1.中尾正孝氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.当社は、中尾正孝氏との間で、会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法

令が規定する額であります。また、同氏の再任が承認された場合、同氏との間で本契約を継続する予定であります。

　中尾正孝氏は、会社法施行規則第２条第３項第7号に定める社外取締役候補者です。同氏は、公認会計士としての豊富な経験と専門
的な知見を有し、2016年6月からは、当社社外取締役として、取締役会や指名・報酬委員会等において、積極的にご意見やご提言をい
ただき、当社グループの経営の監督に貢献いただいております。同氏は、社外取締役及び社外監査役となること以外の方法で会社経
営に関与した経験はありませんが、取締役会は、上述の理由により、今後も引き続き社外取締役として当社グループの経営について
適切な監督を行い、企業価値向上に寄与いただけると判断したため、社外取締役候補者といたしました。
　なお、当社は現在同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合、
引き続き独立役員とする予定であります。

候補者番号

7

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

所有する当社の株式の数

社外取締役在任期間

なし

5年

2020年度 取締役会等
出席状況

取締役会 12回/12回中
社外役員連絡会 11回/11回中

CSR推進・リスク管理委員会 4回/4回中

再　　任 独立役員社　　外
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豊
と よ し ま

島 ひろ江
え

 （1967年9月28日生）

1998年４月 弁護士登録（司法修習第50期）
1998年４月 中本総合法律事務所勤務
2005年12月 米国ニューヨーク州弁護士登録
2009年４月 中本総合法律事務所パートナー就任（現任）
2015年10月 株式会社サンエス社外取締役就任
2018年３月 株式会社サンエス社外取締役退任
2020年６月 当社取締役（現任）
2020年６月 日東富士製粉株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

候補者番号

8

(注) 1.豊島ひろ江氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。     
2.当社は、豊島ひろ江氏との間で、会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は

法令が規定する額であります。また、同氏の再任が承認された場合、同氏との間で本契約を継続する予定であります。
3.豊島ひろ江氏の取締役会等出席状況は、2020年6月25日の就任後に開催された回数のみを対象としています。

　豊島ひろ江氏は、会社法施行規則第２条第３項第7号に定める社外取締役候補者です。同氏は、弁護士としての豊富な経験に加
え、企業法務及び国際取引契約に関する専門的な知見を有し、2020年6月から当社社外取締役として取締役会等において当社グ
ループ経営上の重要事項の審議において積極的にご意見やご質問を述べられる等、取締役会等の実効性向上に貢献いただいて
います。同氏は、社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、取締役会は上述の理由により、今後
も引き続き社外取締役として当社の経営について適切な監督を行い、企業価値の向上に寄与いただけると判断したため、引き続き
社外取締役候補者といたしました。
　なお、当社は現在同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合、
引き続き独立役員とする予定であります。

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

所有する当社の株式の数
なし

社外取締役在任期間

2020年度 取締役会等
出席状況

1年

取締役会 9回/9回中
社外役員連絡会 9回/9回中

CSR推進・リスク管理委員会 3回/3回中

再　　任 独立役員社　　外
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池
い け

田
だ

 剛
た け

久
ひ さ

 （1958年 11月12日生）

1983年４月 株式会社三井銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
2011年４月 同行　執行役員本店営業第六部長
2013年４月 同行　常務執行役員

名古屋営業本部名古屋営業部担当名古屋法人営業本部長
2016年５月 三井住友ファイナンス＆リース株式会社専務執行役員
2016年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ常務執行役員

兼三井住友ファイナンス＆リース株式会社取締役専務執行役員
2020年６月 三井住友ファイナンス＆リース株式会社代表取締役専務執行役員（現任）

　略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

候補者番号

9

所有する当社の株式の数
なし

新　　任 独立役員社　　外

(注) 1.池田剛久氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.当社は、池田剛久氏が選任された場合、同氏との間で会社法第427条第1項の規定による責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額であります。

　池田剛久氏は、会社法施行規則第２条第３項第7号に定める社外取締役候補者です。同氏は、長年に亘り大手金融機関で営業に従事
し、企業の事業戦略の策定・展開を企業財務の面からサポートしてこられました。また、近年は同金融機関の執行役員として経営の執
行にあたり、その後、大手リース会社の取締役として経営に携わってこられました。取締役会は、同氏がこのように豊富なビジネス経験
と企業財務に関する専門的な知見を有しておられるため、社外取締役として当社グループの経営上の重要事項について有益な提言
をいただくとともに、経営の監督に寄与いただくことが十分期待できると判断し、社外取締役候補者といたしました。
　なお、当社は同氏の社外取締役選任が承認された場合、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る
予定です。同氏が代表取締役を務める会社と当社との間には、当社が使用する設備に関するリース契約の取引がありますが、直前事
業年度における当該社の売上高及び当社の売上高それぞれに対する当該取引金額の割合は、いずれも0.1%未満であります。

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

　取締役候補者を被保険者とする役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を
負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することと
しております。全ての取締役候補者は選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次
回更新時には同内容での更新を予定しております。
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監査役１名選任の件第4号議案
　監査役井上清孝氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役1名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本監査役候補者は井上清孝氏の補欠として選任されることとなりますので、その任期は当社定款の定めにより、
退任された監査役の任期の満了すべき時（2023年6月開催予定の定時株主総会終結の時）までとなります。
　また、本議案に関しましては、指名・報酬委員会の助言及び監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

赤
あ か

井
い

 順
じ ゅ ん

一
い ち

 （1961年4月3日生）

所有する当社の株式の数
40百株

　略歴、地位及び重要な兼職の状況

1985年４月 当社入社
2015年４月 当社ニッタ・ムアー事業部企画管理部長
2018年４月 当社ニッタ・ムアー事業部企画管理部上席部長
2019年６月 当社執行役員ニッタ・ムアー事業部副事業部長（現任）

（注） 赤井順一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

監査役候補者とした理由

　赤井順一氏は、当社入社以来、ベルト・ゴム製品事業部門における営業、基幹業務システムの開発業務、ホース・チューブ製品の収益
管理及び生産管理業務、更には、海外子会社の取締役を務める等、多様な分野で業務経験と知見を重ねてきました。2019年6月には
当社執行役員兼ホース・チューブ製品事業部門の副事業部長に就任いたしました。取締役会は、同氏の当社における幅広い業務経験
を当社グループの監査に活かすことができると判断したため、この度、同氏を監査役候補者といたしました。

新　　任

　監査役候補者を被保険者とする役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を
負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することと
しております。監査役候補者は選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新
時には同内容での更新を予定しております。
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補欠監査役１名選任の件第5号議案
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠の社外監査役1名の選任をお願いいたした
いと存じます。
　なお、本議案に関しましては、指名・報酬委員会の助言及び監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

宮
み や

林
ば や し

 利
と し

朗
ろ う

 （1958年９月４日生）

所有する当社の株式の数
なし

　略歴及び重要な兼職の状況

1982年７月 デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ公認会計士共同事務所
（現　有限責任監査法人トーマツ）入社

1985年７月 英和監査法人（現　有限責任 あずさ監査法人）入社
2007年６月 同監査法人パートナー就任
2016年８月 宮林公認会計士事務所長（現任）
2019年６月 ローム株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）

（注） 1. 宮林利朗氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
 2.  宮林利朗氏が、社外監査役に就任した場合には、当社は同氏との間で、会社法第427条第1項の規定による責任限定契約を締結する予定であり

ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額であります。
　　3.  当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当

該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております。宮林利朗氏が社外監
査役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

補欠の社外監査役候補者とした理由

　宮林利朗氏は公認会計士としての豊富な経験と専門的知見を有しており、それらを当社の監査業務に活かしていただけるものと判
断し、補欠の社外監査役候補者といたしました。また、同氏は、社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありま
せんが、上記の理由により、社外監査役としてその職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしました。
　なお、同氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査役に就任した場合、独立役
員として同取引所に届け出る予定です。

補欠の社外監査役
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注1：特定株主グループとは、
（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる

者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者
とみなされる者を含みます。以下同じとします。）ならびに当該保有者との間でまたは当該保有者の共同保有者との間で保有者・共同保有者間の
関係と類似した一定の関係にある者（以下「準共同保有者」といいます。）または、

（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、競売買の
方法によるか否かを問わず取引金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定す
る特別関係者をいいます。）を意味します。

注2：議決権割合とは、
（ⅰ）特定株主グループが、注1の（ⅰ）記載の場合は、①当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合を

いいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も
計算上考慮されるものとします。）と、②当該保有者の準共同保有者の株券等保有割合とを合わせた割合（ただし、①と②の合算において、①と②
との間で重複する保有株券等の数については、控除するものとします。）または、

（ⅱ）特定株主グループが、注1の（ⅱ）記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券
等所有割合をいいます。）の合計をいいます。
各株券等所有割合及び各株券等所有割合の算出にあたっては、発行済株式の総数（同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。）及び総議
決権の数（同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出
されたものを参照することができるものとします。

注3：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。

当社株式の大規模買付行為への対応策
（買収防衛策）継続についての承認の件

第6号議案

　当社は、2007年６月26日開催の第78期定時株主総会において、特定株主グループ（注1）の議決権割合（注2）を20％以上
とすることを目的とする当社株券等（注3）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上とな
る当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付
等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を
行う者を「大規模買付者」といいます。）に関する対応方針（買収防衛策）を導入し、直近では、2018年6月22日開催の第
89期定時株主総会で、その内容を一部改定の上継続いたしました（以下「現対応方針」といいます。）。現対応方針の有
効期間は、2021年6月24日開催予定の第92期定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）の終結の時までで
あり、当社といたしましては、その後の社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる諸々の動向及びさまざまな議論等を
勘案しつつ、現対応方針の在り方を検討してまいりました。
　その結果、2021年５月14日開催の当社取締役会において、本定時株主総会での株主の皆様のご承認を条件に、実質
的に同内容の買収防衛策（以下「本対応方針」といいます。）を継続導入することを決定しましたのでお知らせいたしま
す。本対応方針は、当社株式に関わる大規模な買付行為の提案がなされた際、当該提案内容が当社の企業価値、株主共
同の利益に及ぼす影響などについて株主の皆様が的確に判断できるよう、買付行為の提案者及び当社取締役会の双方
から迅速に必要かつ十分な情報・意見・提案などの提供がなされ、さらにそれらを検討するための必要かつ十分な時間
を確保することを目的としたものであります。また、当社取締役会が株主総会を招集し、大規模買付行為に関する株主の
皆様の意思を確認することができることを明記しております。
　なお、本日現在、特定の第三者から当社への大規模買付行為を行う旨の通知や提案は受けておりません。

18

株
主
の
皆
様
へ

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類



　NITTAグループ（以下「当社グループ」といいます。）は、2017年3月に新たな経営理念（以下「理念」といいます。）を
制定しました。この理念においては、当社グループを取り巻くステークホルダーに対する当社グループの役割として 
[使命]、使命達成のために当社グループ社員が持つべき考え方として[価値観]、使命達成のために当社グループ社員が
取るべき行動として[行動指針]を制定しております。この理念は、当社グループのあらゆる事業活動や社会貢献の判断
基準となっており、この理念に基づき、グループ全体が一丸となり、真のグローバル企業として更なる価値創造に取り組
んでまいります。

　当社取締役会は、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株
式に対する大規模買付行為またはこれに類似する行為があった場合においても、一概にこれを否定するものではなく、
最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。
　しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の賛同を得ずに、一方的に大規模買付行為または
これに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。
　当社の財務及び事業の方針を決定する者の在り方としては、当社の経営理念、経営方針、企業価値のさまざまな源
泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係などを充分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長
期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀
損するおそれのある不適切な大規模買付行為またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決
定を支配する者として不適切であると考えます。

Ⅰ  当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

Ⅱ  当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関す
る基本方針の実現に資する取組

　当社は、1885年（明治18年）の創業以来、伝動ベルトからスタートし、搬送用ベルト、コンベヤシステム、ゴム成型品、
ホース・チューブ、空調用フィルタ、メカトロ機器やセンサ製品などの分野に事業領域を拡大してまいりました。また、歯付
ベルト、精密研磨資材などの事業を手がけるグループ企業を擁し、それぞれの分野で確固たる地位を築いております。

使命

価値観 行動指針

■ NITTAグループ理念
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1. ビジョンステートメント（あるべき姿）
ものづくりを核としたシフトイノベーター

2. 『SHIFT2030』の3大SHIFT
（１）成長へのSHIFT

●既存事業の持続的成長
●新事業の探索
●新製品開発の加速

（２）企業価値向上へのSHIFT
●品質及びトータルコスト競争力の向上
●コーポレートガバナンス、コンプライアンスの強化
●ESG推進とSDGsのGOAL達成

（３）更なるグローバル化へのSHIFT
●各事業の更なるグローバル展開
●コーポレート部門によるグローバルサポート強化

3. 『SHIFT2030』フェーズ1 （2022年3月期～2025年3月期）の定量目標
　 2021年3月期実績 2025年3月期目標

売上高※ 734億円 900億円
営業利益率※ 3.9％ 5.0%
新製品売上高比率 11.2％ 10.0％
海外売上高 204億円 2021年3月期比+30%

※当社は、2022年3月期の期首より「収益認識に関する会計基準」等を適用いたします。上記の2025年3月期目標の
売上高は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、また、2021年3月期実績の売上高は、当該会計基準等
を適用したと仮定して算定したものです。これに伴い、2021年3月期の営業利益率も3.6％から3.9％となります。

グループが有する技術は基本技術から最先端技術まで多岐にわたるジャンルに貢献しており、これらの技術やノウハウ
をグループ全体が共有することで、当社の分野にこだわらないフレキシブルなパワーが生み出されております。また、そ
れぞれのジャンルでトップレベルの技術を持つ当社グループは、各セクションが有機的にリンクされ、即座に融合、バック
アップできるシステムがあるからこそ、お客様のニーズにそった高品質な製品を提供できると考えております。
　当社では、この様な考え方のもとに、株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企
業価値ひいては株主共同の利益の向上を図っております。
　また、上記の方針のもと、この度、中長期経営計画「SHIFT2030」（2022年3月期～2031年3月期）を策定し、全社一
丸となってその達成に向けた取り組みを開始しました。
　10年後のあるべき姿として、「ものづくりを核としたシフトイノベーター」と定め、それを達成するための3大SHIFTと
して、①成長へのSHIFT、②企業価値向上へのSHIFT、③更なるグローバル化へのSHIFT、に取り組んでまいります。
　2022年3月期からスタートする『SHIFT2030』フェーズ1（2022年3月期～2025年3月期）の定量目標は、売上高
900億円、営業利益率5.0％、新製品売上高比率10％、海外売上高は2021年3月期比+30％としています。
　『SHIFT2030』の概要は以下のとおりです。
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1. 大規模買付ルールの設定及び本対応方針導入の目的
　企業価値ひいては株主共同の利益の中長期的な向上または確保を目指す当社の経営にあたっては、幅広いノウハ
ウと豊富な経験、ならびに顧客、従業員及び取引先等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が
不可欠です。これら当社の事業特性に関する十分な理解がなくては、株主の皆様が将来実現することのできる株主価
値を適切に判断することはできません。突然大規模買付行為がなされたときに、大規模買付者の提示する当社株式の
取得対価が当社の本源的な企業価値と比べて妥当か否か、を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、
大規模買付者及び当社取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されることが不可欠であり、当社株式をその
まま継続保有することを考える株主の皆様にとっても、大規模買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方針
や事業計画の内容等は、その継続保有を検討するうえで重要な判断材料であります。同様に、当社取締役会が当該大
規模買付行為についてどのような意見を有しているのかも、株主の皆様にとっては重要な判断材料となると考えます。
　当社取締役会では、これらを考慮し、大規模買付行為に際しては、大規模買付者から事前に株主の皆様の判断のた
めに必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されるべきである、という結論に至りました。当社取締役会
は、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する取締役会としての意見を、必要に応じて外部の専門家（ファ
イナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言等を受けながら慎重に検討
したうえで開示いたします。
　更に、必要と認めれば、大規模買付者が提案する条件の改善交渉や株主の皆様に対する代替案の提示も行います。
かかるプロセスを経ることにより、株主の皆様は当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案と当社取
締役会から代替案が提示された場合にはその代替案を検討することが可能となり、最終的な判断を決定するために必
要な情報と機会を与えられることとなります。
　以上のことから、当社取締役会は大規模買付行為が一定の合理的なルールに従って行われることが、企業価値ひい
ては株主共同の利益の向上または確保に合致すると考え、大規模買付行為がなされた場合における情報提供等に関
する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定するとともに、前述 Ⅰ の基本方針に照らして不適切
な者によって大規模買付行為がなされた場合には、それらの者によって当社の財務及び事業の決定が支配されること
を防止するための取組として、対抗措置を含めた本対応方針（別紙１のフローチャートをご参照ください。）を継続する
ことといたしました。

2. 大規模買付ルールの概要
　当社取締役会が設定している大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十
分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というもので
す。その概要は以下のとおりです。

Ⅲ  本対応方針の内容（会社支配の基本方針に照らして不適切な者によって当社
の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組）
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（１） 意向表明書の当社への事前提出
　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付ルールに従う
旨の誓約及び以下の内容等を記載した意向表明書をご提出いただきます。
①大規模買付者の名称、住所
②設立準拠法
③代表者の氏名
④国内連絡先
⑤提案する大規模買付行為の概要等

（２） 必要情報の提供
　取締役会は、上記（１）の意向表明書受領後、10営業日以内に株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形
成のために提供いただくべき必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを大規模買付者に対
して交付いたします。本必要情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異な
りますが、一般的な項目の一部は以下のとおりです。
①大規模買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員（ファンドの場合）その他の構成員を

含みます。）の詳細（名称、事業内容、経歴または沿革、資本構成、財務内容等を含みます。）
②大規模買付の目的、方法及び内容（買付の対価の種類・価額、買付時期、関連する取引の仕組み、買付方法の適

法性、買付実行の可能性等を含みます。）
③買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び買付に係る一連の取引に

より生じることが予想される相乗効果の内容を含みます。）
④買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容

を含みます。）
⑤大規模買付後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策
⑥大規模買付後における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の処遇方針
　なお、当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合には、取締役会は
大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。大規模買付行為の提案があった事
実及び提供された本必要情報は、株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合、取締役会が適切と判
断する時点で、その全部または一部を開示いたします。
　当社取締役会は、後記の独立委員会に対し、大規模買付者から提供された情報をその都度速やかに提供し、大
規模買付者による本必要情報の提供が完了したと判断されるか否かについて諮問します。独立委員会は、大規模
買付者による本必要情報の提供が完了したと判断されるときは、当社取締役会に対し、その旨を速やかに勧告す
るものとし、その時をもって本必要情報の提供が完了したものと取扱うこととします。当社取締役会はかかる勧告
を受けたときはその旨を速やかに情報開示いたします。
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（３） 取締役会の意見の開示等
　取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が本必要情報の提供を完了した後、60
日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社全株式の買付の場合）または90日間（その他の大規模買
付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期
間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従いまして、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経
過後にのみ開始されるものとします。なお、大規模買付者が本必要情報の提供を完了したと判断されるか否かに
ついては、当社取締役会は後記の独立委員会に諮問し、原則としてその判断に従います。後記のとおり、当社取締
役会が独立委員会の勧告に対してその再考を促したときは、上記の取締役会評価期間はそれぞれ最大14日間延
長されうるものとし、また、当社取締役会が株主の皆様の意思を確認するために株主総会を招集する場合は、当
該株主総会開催に要する合理的期間を延長できるものとしますが、これらの場合、株主の皆様に対し、延長した理
由及び延長する日数を開示いたします。
　取締役会評価期間中、当社取締役会は必要に応じ外部の専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、
弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言等を参考にしながら、提供された本必要情報を十分に評価･検討
し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大
規模買付行為に関する条件改善について交渉し、株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

３． 大規模買付行為が為された場合の対応
（１） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であ
ったとしても、当該買付提案についての反対意見の表明や代替案を提示するに留め、原則として当該大規模買付行
為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提
案または当社が提示する当該買付提案に対する意見や代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになります。
　ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害を
もたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、例外的に、取締役
の善管注意義務に基づき、後記の対抗措置をとることがあります。
　具体的には、以下のいずれかの類型に該当すると判断された場合には、当該大規模買付行為は当社の企業価
値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に該当するものと考えます。
①真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で株式を会社関係者に引き

取らせる目的で株式の買収を行っている場合（いわゆるグリーンメーラーである場合）
②会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧

客等を当該買収者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で株式の買収を
行っている場合

③会社経営を支配した後に、当社の資産を当該買収者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流
用する予定で株式の買収を行っている場合
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④会社経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産等を売却等処
分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会
を狙って株式の高値売り抜けをする目的で株式の買収を行っている場合

⑤上記①ないし④の場合の他、当該大規模買付者が真摯に合理的な経営を目指すものではなく、大規模買付者
による支配権取得が当社に回復しがたい損害をもたらすと判断される場合

⑥当該大規模買付者の買付方法が強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階
目の買収条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで公開買付等の株式の買付を行うことをいいます。）な
ど、株主の判断の機会または自由を制約し、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある場合

　　なお、当社取締役会は、株主の皆様の意思を確認することが適切であると判断した場合には、株主総会を招集し、
対抗措置の発動その他当該大規模買付行為に関する株主の皆様の意思を確認することができるものとします。

（２） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合
　大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら
ず、取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、後記の対抗措置をとり、大規
模買付行為に対抗する場合があります。対抗措置の内容は後記のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当を
する場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とする
ことや新株予約権者に対して当社株式と引き換えに当社が新株予約権を取得する旨の取得条項をつけるなど、
対抗措置としての効果を勘案した条件を設けることがあります。

４． 対抗措置の内容
　本対応方針においては、上記３．（１）に記載のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則と
して当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。ただし、上記３．（１）に記載のとおり例外的に対抗措置をとる
場合、ならびに上記３．（２）に記載のとおり対抗措置をとる場合には、新株予約権の無償割当て（以下「無償割当」といい
ます。）を行います。
　当社取締役会が対抗措置として行う無償割当の概要は、以下のとおりとします。　
① 無償割当の対象となる株主及びその割当条件

　当社取締役会が別途定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主（社債、株式等の振替に関する
法律第152条第1項に基づき、当該割当期日に株主名簿に記録されたものとみなされる株主をいいます。）に対し、
その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新株予約権を割当てる。

② 新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数
　新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株と
する。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。

③ 割当てる新株予約権の総数
　新株予約権の割当総数は、割当期日における当社の発行済株式総数を上限として当社取締役会が定める数とする。

④ 新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額
　新株予約権1個当たり１円とする。
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⑤ 新株予約権の譲渡
　新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する。

⑥ 新株予約権の行使期間
　新株予約権の効力発生日（ただし、新株予約権無償割当決議において当社取締役会が別途にこれに代わる日を定め
た場合は当該日）を初日とし、１ヶ月間から２ヶ月間までの範囲で新株予約権無償割当決議において当社取締役会が定
める期間とする。ただし、行使期間の最終日が払込取扱場所の休業日にあたるときは、その翌営業日を最終日とする。

⑦ 新株予約権の行使条件
　（ⅰ）大規模買付者、（ⅱ）その共同保有者（金融商品取引法第27条の23の第５項に規定される者、及び同条第６項に
基づき共同保有者とみなされる者をいい、当社取締役会がこれに該当する者と認めた者を含む。）、（ⅲ）その特別関
係者（金融商品取引法第27条の２第７項に規定される者をいい、当社取締役会がこれに該当する者と認めた者を含
む。）、もしくは（ⅳ）、（ⅰ）～（ⅲ）に該当する者から、本対応方針に基づき無償割当される新株予約権を当社取締役会の
承認を得ることなく譲受もしくは承継した者、または（ⅴ）、（ⅰ）～（ⅳ）に該当する者の関連者（実質的にその者が支配
し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある者、もしくは協調して行動する者として当社取締役会
が認めた者。）は、原則として本対応方針に基づき無償割当される新株予約権を行使することができない。

⑧ その他
　新株予約権の取得事由その他必要な事項については当社取締役会にて別途定めるものとする。

５． 対抗措置の合理性及び公正性を担保するための制度及び手続
（１） 独立委員会の設置

　大規模買付ルールに従って一連の手続きが進行されたか否か、あるいは大規模買付ルールが遵守された場合
でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由とし
て対抗措置を講じるか否かについては、本対応方針を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされる
ことを防止し、その判断の客観性及び合理性を担保するため、独立委員会を設置しております（独立委員会規程
の概要につきましては、別紙2をご参照ください。）。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可
能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社の社外取締役、社外監査役及び社外有識者（注4）

の中から、当社取締役会が選任します。
　なお、本定時株主総会終結時の独立委員会の委員は、中尾正孝氏、森本三義氏、手島恒明氏、豊島ひろ江氏及
び池田剛久氏の5名です。（略歴につきましては、別紙3をご参照ください。）

（２） 大規模買付情報の提供完了
　当社取締役会は、独立委員会に対し、大規模買付者から提供された情報をその都度速やかに提供し、大規模買
付者による本必要情報の提供が完了したと判断されるか否かについて諮問します。独立委員会は、大規模買付者
による本必要情報の提供が完了したと判断されるときは、当社取締役会に対し、その旨を速やかに勧告するもの
とし、その時をもって本必要情報の提供が完了したものと取扱うこととします。

注4：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験
者、またはこれらに準ずる者を対象として選任するものとします。

25



（3） 対抗措置の発動の手続
　本対応方針においては、上記３．（１）に記載のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、
原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。ただし、上記３．（１）に記載のとおり例外的に対抗
措置をとる場合、ならびに上記３．（２）に記載のとおり対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を
担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の可否について諮
問し、独立委員会は大規模買付ルールが遵守されているか否か、または、当該大規模買付行為が当社の企業価値
ひいては株主共同の利益を著しく損なうか否かを十分検討したうえで対抗措置の発動の可否について勧告を行
うものとします。
　なお、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告に原則として従うものと
しますが、独立委員会の判断の前提となる事実認識に重要な齟齬があり、または、独立委員会の判断の根拠が不
合理であると当社取締役会が判断した場合は、独立委員会に対し、一度に限り再考を促すことができるものとし
ます。この場合は、独立委員会は再考に必要と認められる期間（最大14日とします。）を定め、期間及びその理由を
開示いたします。
　また、当社取締役会は、株主の皆様の意思を確認することが適切であると判断した場合には、株主総会を招集し、
対抗措置の発動その他当該大規模買付行為に関する株主の皆様の意思を確認することができるものとします。

（4） 対抗措置発動の停止等について
　上記３．（１）または（２）において、当社取締役会が対抗措置を発動することを決定した後、当該大規模買付者が
大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合に
は、対抗措置の発動を停止することがあります。例えば、対抗措置としての新株予約権の無償割当を受けるべき
株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行うなど対抗措置の発動が適切でな
いと取締役会が判断した場合には、効力発生日までの間は、新株予約権の無償割当を中止することとし、また、新
株予約権の無償割当後においては、独立委員会の勧告を受けたうえで、当該新株予約権を無償取得（当社が新株
予約権を無償で取得することにより、株主の皆様は新株予約権を失います。）することにより、対抗措置発動の停
止を行うことができるものとします。
　このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とともに、速やかに開示いたし
ます。

６． 本対応方針が株主及び投資家に与える影響等
（１） 大規模買付ルールが株主及び投資家に与える影響等

　本対応方針における大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必
要な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を
確保することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否
かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保に
つながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆様が適切な投資判断を
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行ううえでの前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。
　なお、上記３．において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行
為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向に
ご注意ください。

（２） 対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響
　当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、取締役会が上記４．に記載
した具体的な対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び当社が上場する証券取引所の上場規則等にした
がって、当該決定について適時適切に開示いたします。
　対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権利または経済的側面において格別の損
失を被るような事態は想定しておりません。対抗措置として、新株予約権の無償割当が行われる場合は、割当期日
における株主の皆様は、その保有する株式数に応じて新株予約権を無償で割当てられることとなります。その後
当社が取得条項を付した新株予約権の取得の手続きをとる場合には、大規模買付者等以外の株主の皆様は、当
社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するため格別の不利益は発生しません。
　なお、当社取締役会の決定により当社が当該新株予約権の発行の中止または発行した新株予約権の無償取得
を行う場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じませんので、当該新株予約権の無償割当を受けるべき
株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主
または投資家の皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。
　大規模買付者等については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合であっ
ても、当該大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、対抗措
置が講じられることにより、結果的にその法的権利または経済的側面において不利益が発生する可能性がありま
す。本対応方針の公表は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようにあらかじめ注意を喚起
するものであります。

（３） 対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き
　対抗措置として新株予約権の無償割当が行われる場合には、割当期日における株主の皆様は引受けの申込み
を要することなく新株予約権の割当てを受けます。また当社が取得条項を付した新株予約権の取得の手続きをと
る場合には、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として
当社株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する申込みや払込み等の手続きは必要となりません。
　これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当を行うことになった際に、法令及び当社
が上場する証券取引所の上場規則等に基づき別途お知らせいたします。

７． 本対応方針の適用開始、有効期間、継続、廃止及び変更
　本対応方針は、2021年６月24日開催予定の本定時株主総会で株主の皆様に議案としてお諮りし、ご承認いただ
いた場合、その時点より発効いたします。有効期間は2024年６月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとし、
それ以降、本対応方針の継続（一部修正したうえでの継続を含む）については定時株主総会の承認を経ることと
します。
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　また、本定時株主総会により承認された後であっても、①株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行
われた場合、②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本対応方針を廃止する旨の決議
が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止されるものとします。
　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法その他の法令もしくは当社が上場する証券取引所の上場規則等
の改正またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で、独
立委員会の承認を得たうえで、本対応方針を修正し、または変更する場合があります。
　本対応方針が廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その
他当社取締役会が適切と認める事項について、開示いたします（法令等の改正による文言の変更など軽微な変更は
除きます。）。

１． 本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであること
　本対応方針は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為が為された場合の対応方針、独立委員会の設置、株主
及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものです。
　本対応方針は、大規模買付者が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供する
こと、及び当社取締役会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することを求め、
これを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。
　また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付者の大規模買付行為が当社株主全体の
利益を著しく損なうものと当社取締役会が判断した場合には、かかる大規模買付者に対して当社取締役会は当社株
主全体の利益を守るために対抗措置を講じることがあることを明記しています。
　このように本対応方針は、会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計されたものであるといえます。

２． 本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと
　 Ⅰで述べたとおり、会社支配に関する基本方針は、当社株主の共同の利益を尊重することを前提としています。本
対応方針は、かかる会社支配に関する基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応
じるか否かを判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供を保証
することを目的としております。本対応方針によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うことがで
きますので、本対応方針は当社株主の共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであると考
えます。

Ⅳ  本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同利益
を損なうものではないこと、会社役員の地位の維持を目的とするものでな
いこと及びその理由
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　また、対抗措置として新株予約権の無償割当を行うのは、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の
利益を著しく損なう場合など、厳重な客観的要件を充足する場合に限定されておりますので、本対応方針は当社株
主の共同の利益を損なうものではないと考えます。
　さらに、本対応方針の継続は当社株主の皆様の承認を条件としており、当社株主が望めば本対応方針の廃止も可
能であることは、本対応方針が当社株主の共同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。

３． 本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと
　本対応方針は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきこと
を大原則としつつ、当社株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの遵守の要請や対抗措置の
発動を行うものです。本対応方針は当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ詳細に開示しており、当社
取締役会による対抗措置の発動はかかる本対応方針の規定に従って行われます。当社取締役会は単独で本対応方
針を継続することはできず、当社株主の皆様の承認を要します。
　また、大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見のとりまとめ、代替案の提示、大
規模買付者との交渉を行い、または対抗措置を発動する際には、必要に応じて外部専門家等の助言を得るとともに、
当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告に原則とし
て従うものとされています。このように、本対応方針には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続も
盛り込まれています。
　以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えております。

　本対応方針は2005年５月27日に経済産業省及び法務省から公表された「企業価値・株主共同の利益の確保または向
上のための買収防衛策に関する指針」（以下｢買収防衛指針｣といいます。）に定める三原則①企業価値・株主共同の利益
の確保、②事前開示・株主意思の原則及び③必要性・相当性の原則のすべてを充足しており、買収防衛指針に完全に沿っ
た内容となっております。
　また、本対応方針は、2008年６月30日に経済産業省が設置する企業価値研究会から公表された「近時の諸環境の変
化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容にも十分配慮したものとなっております。
　加えて、本対応方針は、株式会社東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨にも合致するものと
なっております。

Ⅴ  買収防衛策に関する指針及び適時開示規則との整合性

以上

29



　「当社株式の大規模買付に関わる対応方針」に基づく大規模買付ルールのフローチャート
別紙１

（手続を遵守する場合） （手続を遵守しない場合）

当社への意向表明書の提出

・必要かつ十分な情報の提供
・必要かつ十分な情報が揃うまで
 追加的に情報提供を依頼

取締役会が大規模買付情報の提供
が完了したかどうかを独立委員会
に諮問
(情報提供の完了)

諮問

評価期間
・60日間または90日間、ただし再考を促した場合は最大14日間延長

取締役会による評価 取締役会の意見表明、代替案提示 取締役会

勧告

取締役会
・原則、独立委員会の勧告に従う
・独立委員会に対し一度に限り再考を促すことが可能

対抗措置不発動 対抗措置発動
（新株予約権の無償割当）

勧告

「大規模買付者」 

独立委員会 

独
立
委
員
会

手
続
を
遵
守
し
な
い
場
合
は
随
時

ルールを遵守しない場合、
取締役会は対抗措置発動
の可否を独立委員会に諮問

ルールを遵守していても、企業価値を著
しく損なうと判断した場合、取締役会は対
抗措置発動の可否を独立委員会に諮問
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以上

別紙２ 別紙３

○独立委員会は当社取締役会の決議により設
置される。

○独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中
立的な判断を可能とするため、当社の業務執
行を行う経営陣から独立している社外取締
役、社外監査役及び社外有識者の中から、当
社取締役会が選任する。

○独立委員会は、取締役会から諮問のある事項
について、原則としてその決定の内容を、そ
の理由及び根拠を付して取締役会に対して
勧告する。なお、独立委員会の各委員は、こう
した決定にあたっては、当社の企業価値ひい
ては株主共同の利益の向上に資するか否か
の観点からこれを行うこととする。

○独立委員会は、投資銀行、証券会社、弁護士
その他外部の専門家に対し、当社の費用負担
により助言を得ることができる。

○独立委員会決議は、委員の過半数が出席し、
その過半数をもってこれを行う。

独立委員会規程の概要
中尾 正孝 (なかお まさたか)
１９７６年　４月　監査法人朝日会計社（現　有限責任
　　　　　　　あずさ監査法人）入社
１９７９年　８月　公認会計士登録
２００１年　６月　同監査法人　パートナー就任
２０１５年　７月　公認会計士中尾正孝事務所　所長（現任）
２０１６年　６月　当社社外取締役（現任）
２０１７年　６月　オカダアイヨン株式会社社外監査役（現任）

森本 三義 (もりもと みよし)
１９８３年　４月　松山商科大学（現　松山大学）
　　　　　　　経営学部助教授
１９９０年 １０月　松山大学経営学部教授
２００７年　１月　松山大学学長
２０１３年　１月　松山大学経営学部教授
2015年　６月　学校法人新田学園理事（現任）
２０１６年　６月　当社社外監査役（現任）
２０１８年　４月　学校法人聖カタリナ学園監事（現任）

手島 恒明 (てしま つねあき)
１９８３年　４月　日本生命保険相互会社入社
２０１０年　３月　同社執行役員　商品開発部長
２０１４年　７月　同社取締役常務執行役員　
　　　　　　　代理店営業本部長兼金融法人本部長
２０１７年　３月　同社取締役専務執行役員
　　　　　　　代理店営業本部長兼金融法人本部長
２０１８年　３月　同社取締役
２０１８年　4月　株式会社ニッセイ基礎研究所　
　　　　　　　代表取締役社長（現任）
２０１８年　６月　当社社外監査役（現任）

独立委員会委員の略歴
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以上

別紙４

当社株式・株主の状況 （2021年３月31日現在）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）
新田ゴム工業株式会社 2,842 9.78

アイビーピー株式会社 2,301 7.92
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 2,018 6.95

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,611 5.54

合同会社オンガホールディングス 1,430 4.92

ニッタ取引先持株会 998 3.43

ニッタ共栄会 621 2.14

新田　忠 498 1.71
BNYMSANV AS AGENT／CLIENTS 
LUX UCITS　NON TREATY １ 455 1.56

日本ゼオン株式会社 424 1.46

※上記のほか、当社が保有しております自己株式1,231千株があります。
※持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

（1）発行可能株式総数
 普通株式　 100,000,000株

（2）発行済株式の総数　
 普通株式　  30,272,503株

（3）株主数　
　　　　　  5,563名

（4）大株主（上位10名）

以　上

豊島 ひろ江 (とよしま ひろえ)
１９９８年　４月　弁護士登録（司法修習第50期）
１９９８年　４月　中本総合法律事務所勤務
２００５年 １２月　米国ニューヨーク州弁護士登録
２００９年　４月　中本総合法律事務所パートナー就任（現任）
２０２０年　６月　当社社外取締役（現任）
２０２０年　６月　日東富士製粉株式会社社外取締役
　　　　　　　（監査等委員）（現任）

池田 剛久 (いけだ たけひさ)
１９８３年　４月　株式会社三井銀行
　　　　　　　（現株式会社三井住友銀行）入行
２０１１年　４月　同行　執行役員本店営業第六部長
２０１３年　４月　同行　常務執行役員
　　　　　　　名古屋営業本部名古屋営業部担当
　　　　　　　名古屋法人営業本部長
２０１６年　５月　三井住友ファイナンス＆リース株式会社
　　　　　　　 専務執行役員
２０１６年　６月　株式会社三井住友フィナンシャルグループ
　　　　　　　常務執行役員
　 　　　　　　兼三井住友ファイナンス＆リース株式会社
　　　　　　　　取締役専務執行役員
２０２０年　６月　三井住友ファイナンス＆リース株式会社
　　　　　　　代表取締役専務執行役員（現任）
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　当連結会計年度の世界経済は、新型コロナウイルスの
感染拡大により大きな影響を受けました。早期に感染拡
大を抑え経済活動を再開した中国では内需主導での景
気回復が見られましたが、欧米においては国によって財
政政策やワクチン接種等の感染防止対策の進捗の違い
等もあり、景気回復はまだら模様でした。国内経済は、第
１回目の緊急事態宣言解除後、一部業界において回復の
兆しを見せておりましたが、第２波、第３波と新型コロナウ
イルス新規感染者数が増減を繰り返すことにより、本格
的な景気回復とはなりませんでした。
　当社グループ製品の主要需要業界としては、物流業界
向けや半導体業界向けは堅調に推移し、また自動車業界
向けも年度後半には回復傾向となりましたが、工作機械
業界向けは年度を通し低調に推移しました。
　このような環境下、当社グループの当連結会計年度に

おける売上高は、前連結会計年度比51億6千4百万円減
（6.2％減）の786億9千7百万円となりました。
　損益面では、感染拡大防止の観点からWeb会議やテ
レワークの推進などにより出張や各種活動を抑制し、経
費削減に努めましたが、売上高減少の影響が大きく、営
業利益は28億6千1百万円と前連結会計年度比6億6千
6百万円の減益（18.9％減）となりました。
　また、経常利益につきましては、自動車業界向けの需
要悪化や持分法適用会社であるゲイツコリアCO.,LTD
の解散措置により持分法投資利益が9億7千5百万円減
少したこともあり、59億1千万円と前連結会計年度比16
億3千2百万円の減益（21.6％減）となりました。親会社
株主に帰属する当期純利益は、47億2千3百万円と前連
結会計年度比14億2千4百万円の減益（23.2％減）とな
りました。

１  企業集団の現況に関する事項
（1） 事業の経過及びその成果

売上高

第91期 838億6千1百万円

第92期 786億9千7百万円 　
［6.2％減］

営業利益

第91期 35億2千7百万円

第92期 28億6千1百万円
［18.9％減］

経常利益

第91期 75億4千3百万円

第92期 59億1千万円 　
［21.6％減］

親会社株主に帰属する当期純利益

第91期 61億4千8百万円

第92期 47億2千3百万円
［23.2％減］

事業報告（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

第92期定時株主総会招集ご通知添付書類
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●主な事業内容
ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品

売上高 セグメント利益

第92期

25,329

前年度比
6.2%減

前年度比
18.7%減

第92期

1,604

第91期

26,989

第91期

1,974

（単位：百万円） （単位：百万円）

ベルト・ゴム製品事業

　国内では、物流業界向けや半導体業界向けが堅調に推移
しましたが、金融機器向けや工作機械向けが低調でした。
海外では、物流業界向けや、郵便業界向けが堅調でした。
　以上の結果、売上高は253億2千9百万円と前連結会
計年度比16億6千万円の減少（6.2％減）となりました。セ
グメント利益は、減収の影響で16億4百万円と前連結会
計年度比3億7千万円の減少（18.7％減）となりました。

売上高

6.2%
前年度比増減253億2千9百万円

32.2%

売上高構成比
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売上高

9.4%
前年度比増減267億7千6百万円

●主な事業内容
樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング、メカトロ製品

売上高 セグメント利益

第92期

26,776

（単位：百万円）

前年度比
9.4%減

第92期

902

第91期

29,556

第91期

1,284

（単位：百万円）

前年度比
29.7%減

ホース・チューブ製品事業

　国内では、半導体製造装置向けは堅調でしたが、自動
車業界向けは第3四半期以降回復傾向となったものの、
年度前半の落ち込みを取り戻すまでには至りませんでし
た。海外では、中国では第２四半期以降、建設機械向け需
要が回復したものの、北米や韓国などでは自動車業界向
けを中心に低調でした。
　以上の結果、売上高は267億7千6百万円と前連結会
計年度比27億8千万円の減少（9.4％減）となりました。セ
グメント利益は、減収の影響で9億2百万円と前連結会計
年度比3億8千2百万円の減少（29.7％減）となりました。

34.0%

売上高構成比
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売上高

120億7千万円

●主な事業内容
高機能製品、産業資材製品、建設資材製品、防水資材製品

売上高 セグメント利益

12,070

76

第92期

（単位：百万円）

前年度比
8.2%減

前年度比
59.9%減

第92期

13,152
190

第91期 第91期

（単位：百万円）

化工品事業

　国内では、鉄道向け高機能製品は堅調でしたが、産業
資材や防水資材、建設資材製品が低調でした。海外では、
OA機器向け高機能製品が低調でした。
　以上の結果、売上高は120億7千万円と前連結会計年
度比10億8千2百万円の減少（8.2%減）となりました。セ
グメント利益は、減収の影響で7千6百万円と前連結会計
年度比1億1千4百万円の減少（59.9%減）となりました。

15.4%

売上高構成比

8.2%
前年度比増減
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●主な事業内容
空調製品、感温性粘着テープ、医療用ゴム製品、プラスチック製医療機器

売上高 セグメント利益

第92期

11,027
（単位：百万円）

前年度比
3.9%増

前年度比
160.8%増

第92期

348

第91期

10,618

第91期

133

（単位：百万円）

その他産業用製品事業

　空調製品は、測定器の需要が堅調であったことに加え、
検査キットが好調でした。フィルタの新規建築物件はコロ
ナ禍の影響により、低調でした。感温性粘着テープは、電
子部品製造向けが好調でした。
　以上の結果､売上高は110億2千7百万円と前連結会
計年度比4億8百万円の増加（3.9％増）となりました。セ
グメント利益は、経費削減効果などにより3億4千8百万円
と前連結会計年度比2億1千4百万円の増加（160.8％
増）となりました。

売上高

3.9%
前年度比増減110億2千7百万円

14.0%

売上高構成比
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5.7%
前年度比増減8億3千6百万円

●主な事業内容
土地及び建物の賃貸売上高

5.3%
前年度比増減 ●主な事業内容

関係会社に対する経営指導売上高

5.1%
前年度比増減12億8千7百万円

13億6千9百万円

●主な事業内容
自動車運転免許教習事業、山林事業、
畜産事業、業務受託

売上高

不動産事業

経営指導事業

その他

　テナントの退去及び賃料の減免要請などの影響により、売上高は8億3千6百万
円と前連結会計年度比5千万円の減少（5.7％減）となりました。セグメント利益は、
2億6千2百万円と前連結会計年度比7千4百万円の減少（22.0％減）となりました。

　経営指導の対象となる関係会社の売上が増加した結果、売上高は13億6千9百万
円と前連結会計年度比6千9百万円の増加（5.3％増）となり、セグメント利益は、12億
6千万円と前連結会計年度比8千1百万円の増加（6.9％増）となりました。

　自動車運転免許教習事業や北海道における山林事業で構成されるその他の事業
の売上高は12億8千7百万円と前連結会計年度比6千9百万円の減少（5.1％減）と
なり、セグメント利益は、3千1百万円と前連結会計年度比7千3百万円の減少

（69.9％減）となりました。

1.1%

売上高構成比

1.7%

売上高構成比

1.6%

売上高構成比
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当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は25億３千３百万円であり、その主なものは次のとおりであります。

①当連結会計年度中に完成した主要設備
当社

奈良工場　ベルト製品製造設備新設
名張工場　駐車場用土地取得

子会社
ニッタコーポレーション（タイランド）LTD　樹脂ホース・チューブ製造設備新設

②当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充
当社

名張工場　樹脂ホース・チューブ製品製造設備新設
子会社

ニッタムアー科技（常州）有限公司　工場兼倉庫棟増築

③重要な固定資産の売却、撤去、滅失
当社

ならやま研修所　土地・建物売却

（2） 設備投資の状況

　資金調達につきましては、特に重要なものはありません。
（3） 資金調達の状況
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　新型コロナウイルス感染症につきましては、変異株の発
生等により感染拡大が長期化し、世界経済及び社会に大き
な影響を与えています。また、米国において新政権が誕生
したものの米中間の対立・緊張は高まっており、今後の見通
しは不透明であります。当社を取り巻く環境としましては、
好調に推移している物流業界や半導体業界など明るい材
料も見られるものの、コロナ禍や事故・自然災害の影響に
よる半導体及び化学製品の供給不足や海上輸送の混乱に
よる材料価格等の上昇も懸念されます。

　このような環境下ではありますが、当社グループは
2021年４月より10カ年の中長期経営計画『SHIFT2030』
をスタートさせ、新たな目標にチャレンジしていきます。
　次期の連結業績予想につきましては、売上高は800億円

（前連結会計年度比8.9％増）、営業利益は31億円（前連結
会計年度比8.3％増）、経常利益は82億円（前連結会計年
度比38.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は67
億円（前連結会計年度比41.8％増）を予定しております。

（4） 対処すべき課題

中長期経営計画『SHIFT2030』の概要
▶︎ビジョンステートメント（あるべき姿）

ものづくりを核としたシフトイノベーター
▶︎SHIFT2030 定性目標

1. 成長へのSHIFT 2. 企業価値向上へのSHIFT 3. 更なるグローバル化へのSHIFT

•既存事業の持続的成長
•新事業の探索
•新製品開発の加速

•品質及びトータルコスト競争力の向上
•コーポレートガバナンス、コンプライ
アンスの強化

•ESG推進とSDGsのGoal達成

•各事業の更なるグローバル展開
•コーポレート部門によるグローバル
サポート強化

▶︎SHIFT2030 定量目標（連結）
2021年3月期実績 2031年3月期目標

売上高※ 734億円 1,150億円＋α
営業利益率※ 3.9％ 8.0％

新製品売上高比率 11.2％ 10.0％

海外売上高 204億円 2021年3月期比+70％
※当社は、2022年3月期の期首より「収益認識に関する会計基準」等を適用いたします。上記の

2031年3月期目標の売上高は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、また、2021年
3月期実績の売上高は、当該会計基準等を適用したと仮定して算定したものです。これに伴い、
2021年3月期の営業利益率も3.6％から3.9％となります。

▶︎SHIFT2030 ロゴマーク
マークの愛称：イノベーションバード
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（5） 財産及び損益の状況の推移

区　分 2017年度
第89期

2018年度
第90期

2019年度
第91期

2020年度
第92期

（当連結会計年度）
売上高 72,960百万円 89,174百万円 83,861百万円 78,697百万円

経常利益 11,507百万円 11,474百万円 7,543百万円 5,910百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 9,163百万円 8,971百万円 6,148百万円 4,723百万円

１株当たり当期純利益 314.74円 307.78円 210.97円 164.62円

総資産 130,151百万円 134,047百万円 129,922百万円 134,646百万円

純資産 101,152百万円 106,033百万円 105,387百万円 108,639百万円

（注） 1.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を　控除した株式数に基づいて算出しております。なお、当社は、当第
92期において、従業員持株会信託型ＥＳＯＰを導入しており、当該信託が保有する当社株式を自己株式に加算しております。

2.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）等を第90期の期首から適用しており、第89期に係る主要な
経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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●親会社株主に帰属する当期純利益・1株当たり当期純利益 ●総資産・純資産
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（6） 重要な子会社の状況

（7） 主要な事業内容

　① 重要な子会社の状況

事業区分 主要製品
ベルト・ゴム製品事業 ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品
ホース・チューブ製品事業 樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング、メカトロ製品
化工品事業 高機能製品、産業資材製品、建設資材製品、防水資材製品
その他産業用製品事業 空調製品、感温性粘着テープ、医療用ゴム製品、プラスチック製医療機器
不動産事業 土地及び建物の賃貸
経営指導事業 関係会社に対する経営指導
その他 自動車運転免許教習事業、山林事業、畜産事業、業務受託

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
ニッタ化工品株式会社 90百万円 100.0％ 工業用ゴム製品及び樹脂製品の製造・販売
株式会社パワーテクノ 50百万円 100.0％ 伝動・搬送用ベルト等の販売
ニッタテクノ株式会社 10百万円 100.0％ 伝動・搬送用ベルト等の販売
関西化工株式会社 20百万円 100.0％ 伝動・搬送用ベルト等の販売
ニッタエアソリューションズ株式会社 30百万円 100.0％ 空気清浄製品の販売
浪華ゴム工業株式会社 45百万円 100.0％ 医療用ゴム・プラスチック製品の製造・販売
ニッタコーポレーションオブアメリカ 11百万US$ 100.0％ 伝動・搬送用ベルト等の製造・販売
ニッタムアーメキシコＳ.ｄｅ Ｒ.Ｌ.ｄｅ C.V. 13百万US$ 100.0％ 樹脂ホース、チューブ等の製造・販売
韓国ニッタムアー株式会社 450百万WON 100.0％ 樹脂ホース、チューブ等の製造・販売
ニッタムアー科技（常州）有限公司 67百万人民元 100.0％ 樹脂ホース、チューブ等の製造・販売

　当社の連結対象会社は、上記の重要な10社を含め、連結対象子会社32社、持分法適用関連会社10社で構成さ
れております。
　当期の連結売上高は、786億９千７百万円（前年度比6.2％減）となりました。
　また、連結経常利益は、59億１千万円（前年度比21.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、47億２千３百
万円（前年度比23.2％減）となりました。

　技術提携の主要な相手先は、ドイツのトランスノルムシステム社及び米国のテクスキャン社等であります。

　② 企業結合の成果

　③ 技術提携の状況
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名　　称 所　在　地

本社 大 阪 府 大 阪 市
浪 速 区

名古屋支店 愛 知 県 名 古 屋 市
中 村 区

北陸営業所 石 川 県 金 沢 市

奈良工場 奈 良 県
大 和 郡 山 市

高知工場 高 知 県 香 美 市

名　　称 所　在　地

東京支店 東 京 都 中 央 区

福岡営業所 福 岡 県 福 岡 市
博 多 区

静岡営業所 静 岡 県 静 岡 市
葵 区

名張工場 三 重 県 名 張 市

北海道事業所 北 海 道 中 川 郡
幕 別 町

名　　称 所　在　地

ニッタ化工品株式会社 大 阪 府 大 阪 市
浪 速 区

ニッタテクノ株式会社 広 島 県 広 島 市
中 区

ニッタエアソリューションズ株式会社 東 京 都 中 央 区

ニッタコーポレーションオブアメリカ 米 国
ジ ョ ー ジ ア 州

韓国ニッタムアー株式会社 大 韓 民 国
慶 尚 北 道 亀 尾 市

名　　称 所　在　地

株式会社パワーテクノ 東 京 都 葛 飾 区

関西化工株式会社 兵 庫 県 神 戸 市
長 田 区

浪華ゴム工業株式会社 奈 良 県
大 和 高 田 市

ニッタムアーメキシコＳ.ｄｅ Ｒ.Ｌ.ｄｅ C.V. メ キ シ コ
サンルイスポトシ州

ニッタムアー科技(常州)有限公司 中 華 人 民 共 和 国
江 蘇 省

（8） 主要な営業所及び工場
　① 当社

　② 子会社の主要な事業所
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　① 企業集団の従業員数
従業員数 前連結会計年度末比増減
3,001名 63名増

　② 当社の従業員数

（10） 主要な借入先

（9） 従業員の状況

（11） その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

従業員数 前年度比増減
1,061名 29名増

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は少数のため省略しております。

借　入　先 借　入　額
三井住友信託銀行 1,039百万円
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（4） 大株主（上位10名）

（1） 発行可能株式総数 100,000,000株
（2） 発行済株式の総数 30,272,503株
（3） 株主数 5,563名

外国人
19.75％

金融機関
20.79％

証券会社
0.89％

その他の法人
33.19％

個人・その他
21.31％

自己株式
4.07％

所有者別株式分布状況ご参考

（5） 当該事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

取締役、執行役員に交付した株式の区分別合計
役　　職 株　式　数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く。） 18,020株 6
執行役員（兼務取締役を除く。） 15,810株 8

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）
新田ゴム工業株式会社 2,842 9.78
アイビーピー株式会社 2,301 7.92
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口) 2,018 6.95
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,611 5.54
合同会社オンガホールディングス 1,430 4.92
ニッタ取引先持株会 998 3.43
ニッタ共栄会 621 2.14
新　田　忠 498 1.71
BNYMSANV AS AGENT／CLIENTS LUX UCITS 
NON TREATY １ 455 1.56

日本ゼオン株式会社 424 1.46
（注） １．千株未満は切り捨てて表示しております。

２．当社は、自己株式1,231,300株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。なお、
自己株式には、従業員持株会信託型ESOPの信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託
口）が所有する当社株式443,700株を含んでおりません。

3．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

2  会社の株式に関する事項

　当該事業年度中に交付した株式報酬の内容は、「3．会社役員に関する事項」（２）④に記載のとおりです。
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（1） 取締役及び監査役の氏名等

3  会社役員に関する事項

氏　　名 地位及び担当 重要な兼職の状況

石 切 山　靖　順 代表取締役社長兼社長執行役員、指名・報酬委員会委員

小　林　武　史 代表取締役兼専務執行役員総務CSR・経営管理・人事管
掌、指名・報酬委員会委員 　

芳 村 恵 司 取締役兼常務執行役員生産技術センター長兼関係会社
担当 　

吉　田　隆　彦 取締役兼執行役員テクニカルセンター長

島　田　晴　示 取締役兼常務執行役員ニッタ・ムアー事業部長

萩　原　豊　浩 取締役兼執行役員工業資材事業部長

菅　　　充　行 取締役、指名・報酬委員会委員長 堺筋共同法律事務所　弁護士

中　尾　正　孝 取締役、指名・報酬委員会委員 公認会計士中尾正孝事務所　所長
オカダアイヨン㈱社外監査役

豊　島　ひろ江 取締役、指名・報酬委員会委員 中本総合法律事務所　弁護士
日東富士製粉㈱社外取締役（監査等委員）

藤　田　浩　治 常勤監査役

井　上　清　孝 常勤監査役

森　本　三　義 監査役 学校法人新田学園理事
学校法人聖カタリナ学園監事

手　島　恒　明 監査役 (株)ニッセイ基礎研究所代表取締役社長

（注） １． 取締役 菅 充行、中尾正孝及び豊島ひろ江の３名は、社外取締役であります。なお、３名は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

２． 監査役 森本三義及び手島恒明の両氏は、社外監査役であります。なお、両氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

３． 取締役 菅充行氏がパートナーを務める堺筋共同法律事務所と当社との間に、記載すべき関係はありません。
４． 取締役 中尾正孝氏が所長を務める公認会計士中尾正孝事務所及び社外監査役を務めるオカダアイヨン株式会社と当社との間に、記載すべき関係は

ありません。
５． 取締役 豊島ひろ江氏がパートナーを務める中本総合法律事務所及び社外取締役を務める日東富士製粉株式会社と当社との間に、記載すべき関係は

ありません。
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 ６． 監査役 森本三義氏が理事を務める学校法人新田学園及び監事を務める学校法人聖カタリナ学園と当社との間に、記載すべき関係はありません。
 ７．監査役 手島恒明氏が代表取締役社長を務める株式会社ニッセイ基礎研究所と当社との間に、記載すべき関係はありません。
 8．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
　 （1） 2020年６月25日開催の第91期定時株主総会において、萩原　豊浩氏・豊島　ひろ江氏が取締役に新たに選任され、就任いたしました。
　（2） 当事業年度中に取締役の地位及び担当並びに重要な兼職の状況が次のとおり変更されました。

 ９．当社は、2018年12月に、指名・報酬委員会を設置しております。
10．当社は、執行役員制度を導入しており、2021年３月31日現在の執行役員は上表６名の兼務取締役のほか、次のとおりであります。

氏　名 地位及び担当
宮 本 修 二 常務執行役員　関係会社担当兼ゲイツ・ユニッタ・アジア株式会社代表取締役副社長
篠 田 重 喜 執行役員　経営戦略室長
鈴 木 弘 樹 執行役員　クリーンエンジニアリング事業部長
木 下 一 成 執行役員　総務CSR・経営管理担当
赤 井 順 一 執行役員　ニッタ・ムアー事業部副事業部長
北 村 精 一 執行役員　工業資材事業部副事業部長
濵 田 雄 二 執行役員　人事担当
石 塚 隆 文 執行役員　奈良工場長兼安全環境品質・購買担当

氏　名
地位及び担当並びに重要な兼職の状況

変更前 変更後 異動年月日

小 林 　 武 史 代表取締役兼専務執行役員総務CSR・経営管理管
掌、人事担当、指名・報酬委員会委員

代表取締役兼専務執行役員総務CSR・経営管理・人
事管掌、指名・報酬委員会委員 2020年6月25日

芳 村 　 恵 司 取締役兼執行役員奈良工場長兼生産技術センター
長兼安全環境品質・購買担当

取締役兼常務執行役員生産技術センター長兼関係
会社担当 2020年6月25日

島 田 　 晴 示 取締役兼執行役員ニッタ・ムアー事業部長 取締役兼常務執行役員ニッタ・ムアー事業部長 2020年6月25日

豊 島 　 ひ ろ 江 中本総合法律事務所　弁護士 中本総合法律事務所　弁護士
日東富士製粉㈱社外取締役（監査等委員） 2020年6月26日
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（2） 取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役及び監査役の報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
（百万円)

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（名）固定報酬 業績連動報酬 譲渡制限付株式報酬

取 締 役
（うち社外取締役）

２０９ 
（１８）

１５０ 
（１８）

21
(ー)

37
(ー)

9
(3)

監 　 査 　 役
（うち社外監査役）

47
(13)

47
(13)

ー
(ー)

ー
(ー)

4
(2)

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　当社取締役の金銭報酬の額は、2020年６月25日開催の第91期定時株主総会において、年額300百万円以
内（うち社外取締役30百万円以内）と決議されております。 当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名

（うち社外取締役は３名）です。また、譲渡制限付株式報酬については、当該金銭報酬とは別枠で、2019年６月
21日開催の第90期定時株主総会において年額100百万円以内、株式数の上限を年50千株以内（社外取締役
は付与対象外）と決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は６名
です。
　当社監査役の金銭報酬の額は、1994年６月29日開催の第65期定時株主総会において年額80百万円以内
と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

③ 業績連動報酬（短期業績連動報酬）に関する事項
　業績連動報酬は、単年度の業績目標の着実な達成と適切なマネジメントを促すインセンティブとして、各事業
年度終了後に、各事業年度の「全社業績評価」及び「各役員の個人業績評価」に応じて支払われる金銭報酬です。
原則として毎年６月に年間報酬総額を決定し、これを12で除した金額が毎月金銭で支払われます。
　「全社業績評価」は、定量評価で判断するものとし、その評価指標には、中長期的な成長を目指すための年度
決算の主要な指標である連結売上高及び連結営業利益額、並びに、企業価値向上を目指す指標である連結営業
利益率を採用しています。
　「各役員の個人業績評価」については、業績とマネジメントの双方を評価するために定量評価と中長期経営計
画の実行計画に基づいた定性目標の達成度で判断するものとし、定量評価の評価指標としては、担当部門にお
ける連結売上高、連結営業利益額及び連結営業利益率の予算達成度及び前年度比改善度を採用しています。
　当該事業年度における業績連動報酬に係る全社業績の評価指標、実績、前年度改善度（いずれも連結ベース）
は、次のとおりです。
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全社業績の評価指標 2020年3月期実績 前年度比改善度
連結売上高 83,861百万円 △5,313百万円

連結営業利益額 3,527百万円 △2,136百万円

連結営業利益率 4.20％ △2.14％

④ 非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）の内容
　譲渡制限付株式報酬は、2019年度に、役員報酬制度の見直しの一環として導入した報酬制度で、当社の取締
役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主との一層の価値共
有を進めることを目的として、社外取締役を除く取締役に対し、譲渡制限付株式の付与に係る現物出資財産とし
て、金銭報酬債権を支給するものです。当該報酬は、原則として毎年７月に支給されます。なお、当該譲渡制限付
株式を付与するために支給する金銭報酬債権の総額は年額１億円以内、株式数の上限を年50千株以内と定め
ております。
　その交付状況は、「２．会社の株式に関する事項」（５）に記載のとおりです。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
A．　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法
　　　当社の取締役（執行役員も同様です）の報酬に関する基本方針は、指名・報酬委員会の答申に基づき、2021

年２月５日開催の取締役会にて審議、決定しております。
B．　決定方針の内容の概要

（イ）当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定の基本方針は、次のとおりです。
（ⅰ）取締役にとって各年の業績目標の着実な達成と適切なマネジメントを促すインセンティブになるととも

に、取締役に中期経営計画の達成等を通じた中長期に亘る企業価値の持続的向上を十分に意識づける
報酬構成とする

（ⅱ）当社の取締役任命基準を満たす能力、適性を有する優秀人材を役員として確保するために、同規模・同
業種の企業と比較して、十分に競争力のある報酬水準とする

（ⅲ）透明性が高く、公平かつ公正な評価を実現しうる報酬制度とする
（ロ）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

（ⅰ）社外取締役を除く取締役の個人別の報酬
　社外取締役を除く取締役の報酬は、固定報酬、業績連動報酬及び譲渡制限付株式報酬により構成さ
れます。また、退職時に慰労金は支給されません。各報酬の内容及び額又は算定方法の決定に関する方
針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）の概要は、以下のとおりです。
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(a)固定報酬
　固定報酬は、企業成長を牽引するための資質や能力を十分に発揮し、かつ職責に応えるための基
本報酬として毎月金銭で支払うものとし、外部調査機関の調査結果を参考にした指名・報酬委員会の
答申に基づき、取締役会が、役位毎の報酬表を「役員報酬内規」に定めております。

(b)業績連動報酬
　上記③をご参照ください。なお、業績連動報酬は、指名・報酬委員会の助言に基づき取締役会で決
議された「役員報酬内規」に定めた算定方法に従って具体的な報酬金額が算出され、取締役会にて決
議します。

(c)譲渡制限付株式報酬
　上記④をご参照ください。なお、譲渡制限付株式報酬として付与する金銭報酬債権の額は、指名・
報酬委員会の助言に基づき取締役会で決議された「譲渡制限付株式報酬内規」に定められた役位ご
との金額表及び取扱規程に基づき算出され、取締役会にて決議します。また、付与株式数については、

「譲渡制限付株式報酬内規」に定められた期日の東京証券取引所における当社株式の終値及び取扱
規程を基礎に算出され、取締役会にて決議します。

（ⅱ）社外取締役及び監査役の報酬
　社外取締役の報酬は、固定報酬のみとし、各社外取締役の報酬額は株主総会の決議により定められた
報酬総額の範囲内において、指名・報酬委員会の助言に基づき、取締役会で決定しております。
　また、監査役の報酬は、固定報酬のみとし、各監査役の報酬額は、株主総会の決議により定められた報
酬総額の範囲内において、指名・報酬委員会の助言に基づき、監査役会の決議により決定しております。

（ハ）報酬水準
　当社の取締役、執行役員及び監査役の報酬水準については、指名・報酬委員会において、毎年外部調査
機関による役員報酬調査結果を参考に、当社と規模、業種等の類似する企業の水準を確認し、また、当社の
業績等も勘案して、適切かつ妥当な水準かを審議・検討しております。

（二）報酬の構成割合
　報酬の構成は、上記（ロ）に記載の通りですが、種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模
や関連する業種・業態に属する企業の報酬水準を参考として、業績連動報酬の目標を100％達成した場合
において、報酬の構成割合が、概ね 固定報酬：業績連動報酬：譲渡制限付株式報酬＝70：10：20（年換算）と
なるように設定しております。なお、経営の監督機能を担う社外取締役及び監査を担う監査役については、
それぞれ適切にその役割を担うために独立性を確保する必要があることから、業績連動報酬は採用せず、
固定報酬のみとしております。

（ホ）報酬ガバナンスについて
（ⅰ）任意の指名・報酬委員会

　当社は、任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しております（2018年12月設置）。同委員会
は、取締役会からの諮問を受け、取締役の報酬に関する基本方針、報酬制度、報酬水準、報酬の構成等に
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ついて、取締役会に答申します。また、取締役の個別報酬額の算定に係る業績評価等に関する事項を審
議し、その結果を取締役会に助言します。取締役会は、同委員会の答申及び助言に基づき、取締役の報
酬に関する基本方針、報酬制度、報酬水準、報酬の構成割合及び取締役の個別報酬額等を決定します。

（ⅱ）指名・報酬委員会の構成
　指名・報酬委員会は、取締役会決議により３名の社外取締役と２名の社内取締役の計５名で構成され、
委員長は社外取締役が務めています。同委員会の構成は次のとおりです。

氏　　名 役　　位
委員長 菅 　 充 行 社外取締役

委　員 中 尾 正 孝 社外取締役

委　員 豊 　 島 　 ひ ろ 江 社外取締役

委　員 石 切 山 　 靖 　 順 代表取締役社長兼社長執行役員

委　員 小 林 武 史 代表取締役兼専務執行役員

C．　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
　　　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、社外取締役が委員長を務める中立的な指名・報酬委

員会が原案について決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会としても基本的
にその答申を尊重し、当該報酬等の内容は決定方針に沿うものであると判断しております。
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（3） 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

 重要な兼職先と当社との関係につきましては、「(1) 取締役及び監査役の氏名等」に記載のとおりであります。

② 当事業年度における主な活動状況
氏　　名 出席の状況（出席回数） 主な活動状況及び社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った業務の概要

菅　　　充　行

取締役会　12/12回
社外役員連絡会　
11/11回
CSR推進・リスク管理
委員会　4/4回

社外役員連絡会において、独立した客観的立場に基づく情報交換・認識共有を行い、
取締役会において、公正・中立な立場で業務執行の妥当性・適正性等について適宜質
問し、意見を述べるとともに、専門分野を含めた幅広い経験、見識を経営の意思決定
に反映させております。
また、CSR推進・リスク管理委員会にて、グループ全体のリスクマネジメント推進につ
いて助言を行っております。

中　尾　正　孝

取締役会　12/12回
社外役員連絡会　
11/11回
CSR推進・リスク管理
委員会　4/4回

社外役員連絡会において、独立した客観的立場に基づく情報交換・認識共有を行い、
取締役会において、公正・中立な立場で業務執行の妥当性・適正性等について適宜質
問し、意見を述べるとともに、専門分野を含めた幅広い経験、見識を経営の意思決定
に反映させております。
また、CSR推進・リスク管理委員会にて、グループ全体のリスクマネジメント推進につ
いて助言を行っております。

豊　島　ひろ江

取締役会　9/9回
社外役員連絡会
9/9回
CSR推進・リスク管理
委員会　3/3回

社外役員連絡会において、独立した客観的立場に基づく情報交換・認識共有を行い、
取締役会において、公正・中立な立場で業務執行の妥当性・適正性等について適宜質
問し、意見を述べるとともに、専門分野を含めた幅広い経験、見識を経営の意思決定
に反映させております。
また、CSR推進・リスク管理委員会にて、グループ全体のリスクマネジメント推進につ
いて助言を行っております。

森　本　三　義

取締役会　12/12回
監査役会　12/12回
社外役員連絡会　
11/11回
CSR推進・リスク管理
委員会　4/4回

社外役員連絡会において、独立した客観的立場に基づく情報交換・認識共有を行い、
取締役会において、意思決定の適法性・違法性等について適宜質問し、意見を述べて
おります。
また、監査役会において、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協
議等を行うとともに、CSR推進・リスク管理委員会にて、グループ全体のリスクマネジ
メント推進について助言を行っております。

手　島　恒　明

取締役会　12/12回
監査役会　12/12回
社外役員連絡会　
11/11回
CSR推進・リスク管理
委員会　4/4回

社外役員連絡会において、独立した客観的立場に基づく情報交換・認識共有を行い、
取締役会において、意思決定の適法性・違法性等について適宜質問し、意見を述べて
おります。
また、監査役会において、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協
議等を行うとともに、CSR推進・リスク管理委員会にて、グループ全体のリスクマネジ
メント推進について助言を行っております。

（注） 当事業年度における取締役会の開催回数は12回、監査役会の開催回数は12回、社外役員連絡会の開催回数は11回、CSR推進・リスク管理委員会の
開催回数は4回であります。なお、豊島ひろ江氏の取締役会等の出席状況は、2020年6月25日の就任後に開催された回数のみを対象としています。
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③ 責任限定契約の内容の概要
　 当社は、各社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結し、同法第425条第１項に定める額を責任の限度とします。

④ 当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

（4） 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第
三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の
損害を当該保険契約により填補することとしています。
　ただし、被保険者の故意による法令違反、犯罪行為に起因して生じた損害等は填補されないなどの免責事由が
あります。
　当該保険契約の被保険者は当社の取締役、監査役及び執行役員等の主要な業務執行者であり、全ての被保険
者について、その保険料を全額当社が負担しております。
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4  会計監査人の状況
（1） 会計監査人の名称

　 　EY新日本有限責任監査法人

（2） 責任限定契約の内容の概要
　 　該当事項はありません。

（4） 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に、会計監査人の
解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項
各号のいずれかに該当すると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この
場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任
理由を報告いたします。

（3） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておりませんので、上記①
の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

　 ①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 　　　　　 60百万円
　 ②公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額　　   — 百万円
　 ③当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　60百万円

④監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意をした理由
　監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けたうえで会計監査人の

監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算出根拠について確認し、審議した結果、これらにつ
いて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の決定に同意しております。

（5） 子会社の監査に関する事項
　当社の重要な子会社のうち、ニッタムアーメキシコＳ.ｄｅ Ｒ.Ｌ.ｄｅ C.V.、韓国ニッタムアー株式会社は、当社の
会計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。
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（1） 業務の適正を確保するための体制

5  会社の体制及び方針

　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において
決議をしております。その概要は以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会は、株主総会及び取締役会議事録を文書で記録し、10年間保存する。
　また、その他重要文書は、社内規程に則り管理する。なお、監査役は、いつでもこれらの文書を閲覧すること
ができる。

② 取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに損
失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループのＣＳＲ推進並びにリスク管理を統括する機関として、取締役及び監査役等が出席する「ＣＳＲ推進・
リスク管理委員会」を定期的に開催し、グループ全体のＣＳＲ推進並びにリスク管理に係る課題・対応を審議する。
(ⅰ)当社グループの役員及び使用人の法令等遵守の徹底とＣＳＲ活動の推進のために、「NITTAグループ行動憲

章」を定めるとともに、「CSR推進・リスク管理委員会」内に「ＣＳＲ推進部会」を設け、役員及び使用人への教育・
研修を推進する。

(ⅱ)リスク管理を担当する機関として、「CSR推進・リスク管理委員会」内に「リスク管理部会」を設置し、リスクの把
握及び回避・低減・未然防止に取組む。

(ⅲ)不祥事の未然防止や早期発見を目的に、経営陣から独立した内部通報制度（NITTAグループホットライン）
を設ける。

(ⅳ)事業活動において、品質・環境・労働安全衛生の継続的改善の実行に取り組む。
(ⅴ)会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事故その他の事象が発生した場合の初動対応を指揮命令する機関

として、「危機管理本部」を発動し、損害の拡大あるいは事業が継続できなくなるリスクに対応する。
(ⅵ)財務報告の適正性を確保するための体制を構築し、運用する。
(ⅶ)当社グループのリスクに関する内部監査を実施する体制を整備し、運用する。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ⅰ)当社グループにおける各職位の権限及び責任の範囲については、「職務権限規程」、「稟議決裁規程」並びに

「関係会社管理規程」により適切に定め、効率的に職務執行する体制を確保する。
(ⅱ)取締役会の意思決定の迅速化とリスク管理のため、重要事項は、常勤役員で構成される経営会議で事前に協

議・検討した後、取締役会で審議を行う。
(ⅲ)執行役員制度の下、取締役会の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離させるとともに業務執行権限の

委譲を行い、効率的な業務執行を図る。
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④ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(ⅰ)関係法令及び「NITTAグループ行動憲章」等に基づいて、公正な取引、企業倫理、環境保全及び社会貢献等

の推進及び啓発活動を行う。
(ⅱ) 当社グループ会社の管理については、「関係会社管理規程」に基づき、主管部門を定め、管理・助言・指導を

行うとともに、経営上必要な事項に関しては、主管部門を通じて当社への定期的な報告を義務づける。
(ⅲ)次のような事項に関しては、担当部署を定め、当社とグループ会社で協力、支援を行う。

a. ＣＳＲ、ＩＳＯ、労働安全衛生の推進
b. 非常事態発生時の当社への報告体制等を定めた「危機管理マニュアル」作成
c. 当社内部監査部門による監査

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役の職務を補助する組織を設け、監査役会の主導で職務を遂行する専属の使用人を置く。また、内部監
査担当者をはじめ、社内関係者により協力を行う。

⑥ 前項の使用人の取締役からの独立性及び監査役の指示の実効性の確保に関する事項
　前項の使用人の取締役からの独立性及び監査役の指示の実効性を確保するため、当該使用人の任命、異動
に関しては、事前に監査役会と協議する。

⑦ 当社並びに当社子会社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制及び報告をした者
が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
(ⅰ)当社グループの役員及び使用人が監査役に報告すべき事項は、法令、定款その他の社内規程に定められた

事項とする。
(ⅱ) 内部通報制度の一次窓口を外部に委託し、二次窓口は社外取締役並びに監査役として一次窓口から報告を

受取る。
(ⅲ)当社グループの役員及び使用人が、通報者の氏名等を知りえた場合であっても、通報したことを理由として

通報者に対する懲罰、差別的処遇等の報復行為、人事考課における否定的評価、その他通報者に対して不
利益取扱いをしてはならない。
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⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項及びその他監査役の監査が実効的に行われ
ることを確保するための体制
　監査役は、取締役会、経営会議、業況報告会等の重要会議に出席し、意見を述べることができ、これら監査役
の職務の執行について生ずる費用等の請求については、その内容にかかわらず遅滞なく全額を支払う。
　また、内部監査部門並びに子会社の監査役は、実施した監査結果に関して、監査役と定期的な報告会を行い、
情報の共有化を図る。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況
　当社は、反社会的勢力排除に向け、市民生活や企業活動の秩序や安全に脅威を与える勢力・団体には法令に
基づき毅然として対処する。その旨を「NITTAグループ行動憲章」に定め、反社会的勢力と一切の関係を遮断
するとともに、これらの活動を助長するような行為は一切行わない。
　反社会的勢力による不当要求等への対応を所管する部署を総務ＣＳＲグループとし、事案発生時の報告及び
対応に係るマニュアル等の整備を行い、反社会的勢力には警察・暴力追放センター等関連機関と連携を図り、
組織的に対処する。
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（2） 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保
するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般
　当社は、内部統制システムの不断の見直しによって、当社及び当社子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要な体制（内部統制システム）の整備・強化に取り組んでおります。
　当社及びグループ会社の内部統制システムの整備並びに運用状況の有効性を当社の内部監査部門がモニ
タリングしてこれを評価し、改善をはかっております。

② コンプライアンス
　当社は、「NITTAグループ行動憲章」を制定し、コンプライアンスについて、社内研修やｅラーニングでの教
育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取り組みを定期的に行っております。
　また、当社は、「ＣＳＲ推進・リスク管理委員会」を設置し、コンプライアンス並びに環境・安全・衛生等、ＣＳＲに
関する事項について討議・検討を行っております。当期は、同委員会を４回開催しました。更に、「ＣＳＲ推進部会」
を設置して定期的に開催し、コンプライアンスの推進等に関する取り組みを企画・実施しています。
　また、当社グループ内の不正行為等の未然防止や早期発見を目的とした内部通報制度（NITTAグループホッ
トライン）を設け、運営しております。

③ リスク管理体制
　当社は、前述のとおり、「ＣＳＲ推進・リスク管理委員会」を設置し、同委員会において災害・事故への対応やリス
ク管理についても討議・検討を行っております。また、「リスク管理部会」を設置して定期的に開催し、リスクの把
握及び回避・防止に取り組んでおります。

④ 内部監査
　当社の内部監査部門が作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ各社の内部監査を実施いたしま
した。
　内部監査の結果については、定期的に当社の監査役と連携を図りながら、社外取締役並びに社外監査役が
出席するＣＳＲ推進・リスク管理委員会において、取締役及び監査役に報告しております。
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科　目 第92期
（2021年３月31日現在）

第91期（ご参考）
（2020年３月31日現在）

  負 債 の 部
流動負債 19,981 19,235

支払手形及び買掛金 12,019 11,500
電子記録債務 3,121 2,791
短期借入金 82 29
未払法人税等 423 375
賞与引当金 1,063 1,041
その他 3,271 3,496

固定負債 6,025 5,299
長期借入金 1,039 ─
繰延税金負債 1,316 620
退職給付に係る負債 1,857 2,717
その他 1,811 1,961

負債合計 26,007 24,535

  純 資 産 の 部
株主資本

資本金 8,060 8,060
資本剰余金 7,067 6,881
利益剰余金 95,140 92,290
自己株式 △3,425 △2,420
株主資本合計 106,842 104,812

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 3,200 1,985
為替換算調整勘定 △2,358 △1,773
退職給付に係る調整累計額 267 △264
その他の包括利益累計額合計 1,108 △52

非支配株主持分 687 627
純資産合計 108,639 105,387

負債及び純資産合計 134,646 129,922

連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 第92期
（2021年３月31日現在）

第91期（ご参考）
（2020年３月31日現在）

  資 産 の 部
流動資産 71,152 67,062

現金及び預金 27,292 24,352
受取手形及び売掛金 19,641 20,480
電子記録債権 6,722 6,125
有価証券 4,500 4,500
たな卸資産 9,788 9,550
その他 3,243 2,086
貸倒引当金 △36 △33

固定資産 63,494 62,860
有形固定資産 23,925 24,823

建物及び構築物 12,287 12,744
機械装置及び運搬具 6,354 6,107
工具器具及び備品 901 1,036
土地 2,868 3,002
リース資産 925 1,128
建設仮勘定 487 641
その他 100 162

無形固定資産 1,194 1,359
ソフトウエア 556 584
のれん 579 715
その他 57 60

投資その他の資産 38,374 36,677
投資有価証券 36,576 35,014
長期貸付金 15 20
退職給付に係る資産 728 621
繰延税金資産 372 285
その他 688 741
貸倒引当金 △6 △6

資産合計 134,646 129,922

連結計算書類
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科　目
第92期 第91期（ご参考）

売上高 78,697 83,861
売上原価 59,836 63,282

売上総利益 18,860 20,578
販売費及び一般管理費 15,999 17,051

営業利益 2,861 3,527
営業外収益 3,442 4,409

受取利息 93 101
受取配当金 192 193
業務代行収入 163 183
持分法による投資利益 2,770 3,746
貸倒引当金戻入額 0 ─
その他 221 185

営業外費用 392 394
支払利息 44 54
業務代行費用 153 168
為替差損 117 94
その他 76 77

経常利益 5,910 7,543
特別利益 14 3

固定資産売却益 13 1
投資有価証券売却益 1 1

特別損失 274 154
固定資産売却・除却損 102 30
減損損失 157 122
その他 14 1

税金等調整前当期純利益 5,651 7,392
法人税、住民税及び事業税 1,003 1,200
法人税等調整額 △150 △35
当期純利益 4,798 6,227
非支配株主に帰属する当期純利益 74 78
親会社株主に帰属する当期純利益 4,723 6,148

（ 　　　　　　　）2020年４月 １ 日から
2021年３月31日まで （ 　　　　　　　）2019年４月 １ 日から

2020年３月31日まで
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貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 第92期
（2021年３月31日現在）

第91期（ご参考）
（2020年３月31日現在）

  資 産 の 部
流動資産 46,723 42,432

現金及び預金 14,784 12,500
受取手形 2,179 2,955
電子記録債権 5,680 5,063
売掛金 10,773 9,504
有価証券 4,500 4,500
商品及び製品 2,221 2,197
仕掛品 94 83
原材料及び貯蔵品 978 929
前払費用 121 105
その他 5,680 4,636
貸倒引当金 △290 △43

固定資産 50,555 50,054
有形固定資産 14,181 14,417

建物 8,225 8,500
構築物 377 402
機械装置 3,047 2,719
車両運搬具 15 9
工具器具備品 493 599
土地 1,606 1,716
建設仮勘定 213 271
その他 201 196

無形固定資産 292 334
ソフトウエア 257 293
その他 34 40

投資その他の資産 36,082 35,303
投資有価証券 13,443 11,684
関係会社株式 13,984 14,418
関係会社出資金 6,022 6,022
関係会社長期貸付金 1,747 1,992
長期前払費用 105 158
前払年金費用 728 621
繰延税金資産 ─ 348
その他 55 61
貸倒引当金 △5 △6

資産合計 97,279 92,487

科　目 第92期
（2021年３月31日現在）

第91期（ご参考）
（2020年３月31日現在）

  負 債 の 部
流動負債 13,377 11,944

支払手形 41 45
電子記録債務 1,781 1,273
買掛金 9,187 7,929
短期借入金 400 400
未払金 490 583
未払費用 184 184
未払法人税等 171 191
預り金 113 330
賞与引当金 865 843
設備関係支払手形 140 97
その他 2 66

固定負債 3,157 2,163
長期借入金 1,039 ─
退職給付引当金 1,056 1,150
繰延税金負債 40 ─
その他 1,020 1,013

負債合計 16,535 14,107

  純 資 産 の 部
株主資本

資本金 8,060 8,060
資本剰余金

資本準備金 7,608 7,608
その他資本剰余金 480 294

　資本剰余金合計 8,089 7,903
利益剰余金

利益準備金 503 503
その他利益剰余金

圧縮積立金 81 241
別途積立金 12,900 12,900
繰越利益剰余金 51,383 49,275

　利益剰余金合計 64,868 62,920
自己株式 △3,425 △2,420
　株主資本合計 77,592 76,464

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 3,151 1,915
　評価・換算差額等合計 3,151 1,915

純資産合計 80,744 78,379
負債及び純資産合計 97,279 92,487

計算書類
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損益計算書 （単位：百万円）

科　目
第92期 第91期（ご参考）

売上高 45,293 47,609
売上原価 35,509 37,191

売上総利益 9,784 10,418
販売費及び一般管理費 8,159 8,615

営業利益 1,624 1,803
営業外収益 3,392 4,697

受取利息 54 50
受取配当金 3,097 4,343
業務代行収入 163 183
その他 76 120

営業外費用 424 241
支払利息 7 8
業務代行費用 153 168
貸倒引当金繰入額 246 0
その他 16 64

経常利益 4,592 6,259
特別利益 1 1

投資有価証券売却益 1 1
その他 0 ─

特別損失 480 119
固定資産売却・除却損 43 7
関係会社株式評価損 437 ─
減損損失 ─ 109
その他 0 1

税引前当期純利益 4,112 6,141
法人税、住民税及び事業税 443 622
法人税等調整額 △152 113
当期純利益 3,821 5,405

（ 　　　　　　　）2020年４月 １ 日から
2021年３月31日まで （ 　　　　　　　）2019年４月 １ 日から

2020年３月31日まで
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

2021年5月14日
独立監査人の監査報告書

ニッタ 株 式 会 社
取締役会 御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 市 裕 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 尾 志 都

印

印

監査意見　
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ニッタ株式会社の２０20年４月１日から２０２1年３月３１日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニッタ株式会
社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所

監査報告書
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任
を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　
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2021年5月14日
独立監査人の監査報告書

会計監査人の監査報告書　謄本

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 市 裕 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 尾 志 都

印

印

監査意見　
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ニッタ株式会社の２０20年４月１日から２０２1年３月３１日までの
第９2期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

ニッタ 株 式 会 社
取締役会 御中 EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

監査報告書
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実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている
場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上　
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監査役会の監査報告書 謄本

　当監査役会は、2020年4月1日から2021年3月31日までの第92期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した
監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定めた監査計画を策定し、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等を定めた監査計画に従い、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に対し事業
の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査しました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及
び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会
その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監　査　報　告　書
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以 上

社 外 監 査 役 森 本 三 義
社 外 監 査 役 手 島 恒 明

印

印

常 勤 監 査 役 藤 田 浩 治  
常 勤 監 査 役 井 上 清 孝

印

印

ニッタ株式会社　監査役会

２. 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指

摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロの各取組みは、当該基本
方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とす
るものではないと認めます。

（2） 計算書類及び附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
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株 主 優 待 制 度 のご 案 内

　当社では下記の株主優待制度を実施しております。
　また、当社株式を長期間保有していただいている株主様のご支援にお応えするべく長期保有の株主様への優待制度
を設けておりますので、ご案内申しあげます。なお、優待品が乳製品のため、発送時期は夏期を避けて例年11月頃とな
ります。

毎年3月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主様

グループ会社製品及び北海道の特産品

①保有期間3年以上の株主様

長期保有の株主様への優待制度
※毎年3月31日及び9月30日の株主名簿に、同一

の株主番号で連続7回以上記載されていること

優待品例（6,000円相当）

②保有期間3年未満の株主様

※優待内容につきましては、予告なく変更されることがあります。予めご了承ください。

対象株主

優待内容

100株以上： 3,000円相当

1,000株以上： 6,000円相当

100株以上： 1,200円相当

1,000株以上： 3,000円相当
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1番出口 4番出口

ファミリーマート

汐
見
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駅

地下鉄桜川駅

株主総会会場ご案内略図

●ＪＲ・大阪環状線「大正駅」…………………………改札口から東へ徒歩約６分
●地下鉄・長堀鶴見緑地線「大正駅」………………４番出口から東へ徒歩約５分
●地下鉄・千日前線「桜川駅」………………………４番出口から西へ徒歩約７分
●阪神・阪神なんば線「桜川駅」……………………１番出口から西へ徒歩約５分
●南海・汐見橋線「汐見橋駅」…………………………改札口から西へ徒歩約５分

大阪市浪速区桜川四丁目４番26号

本 社 11 階 会 議 室
電話（06）6563－1211（代）

○当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予
想されますので、お車でのご来場はご遠慮い
ただきたくお願い申しあげます。

○当日の受付時間は、午前９時からとなってお
ります。

アクセス

千日前線ホーム
からはA乗降階
段をご利用の上、
西改札を出て下
さい。

ニッタ株式会社
https://www.nitta.co.jp/

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


